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《研究発表》 熊本大学の一般教育実施体制について

熊本大学講師 井上尚夫

0．はじめに

　一般教育を全学協力体制の下に運営し、その継続的な充実発展を図るためには、

　　①できる限り多くの教官が一般教育に参加することを保障するシステム、

　　②それを一般教育カリキュラムという一つの枠組みの下に効果的に運営する

　　　システム、

　　③一般教育の内容方法上の検討とそれを実際の授業に生かすためのシステム、

　　④一般教育と専門教育の連関を含め一般教育カリキュラムを全学的に見直す

　　　ためのシステム

という4つのシステムが必要である。他大学の状況を見ると、①については教科

集団などの形での担当者集団の全学的組織化で、④については全学委員会の設置

によって対応しており、熊本大学でも同様な方向で検討している。しかし②につ

いては教務上の調整組織は置かれているが、授業科目群を内容面から体系化して

行くためのシステムを明確にしている大学は少ない。③については研究部など少

人数の専門家集団を置きそこに検討を委ねるというところもあるが、実際の授業

実施グループとの関連が不明確に思える。

　熊本大学教養部は、一般教育実施の中核となる組織をおき②と③の機能を統一

的に担うことによって、授業実践と緊密に結びついた一般教育の見直しや内容方

法上の研究開発が可能になると考え、全学にr一般教育実施機構」の構想を提示

した。この考え方は「教養教育の実施・企画・運営を統一的に担う組織が必要」

という形で、基本的に学内合意がなされたところである。

　第1節では、新カリキュラムの特徴を振り返りながら実施機構の役割と必要性

について述べる。第2節では、実施機構の基本的な骨格と具体化にあたって留意

されるべき事項を述べる。第3節では、実施機構の最大の問題点である機構構成

員固定化の問題とそれに対する私見を述べる。なお、この報告は熊本大学教養部

内での議論を踏まえて筆者の責任でまとめたものである。公的な文書については

以下の経過の中にその一部を示しているので参考にして頂きたい。

経過

　1989．11　教養部長期計画委員会設置

　1991．ll　熊本大学教育研究体制検討委員会設置

　　　　　　（教育研究改善検討部会、自己点検・評価一、大学院一）
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〈研究発表〉 熊本大学の一般教育実施体制について

熊本大学講師 井上尚夫

O. はじめに

一般教育を全学協力体制の下に運営し、その継続的な充実発展を図るためには、

①できる限り多くの教官が一般教育に参加することを保障するシステム、

②それを一般教膏カリキュラムという一つの枠組みの下に効果的に運営する

システム、

③一般教育の内容方法上の検討とそれを実際の授業に生かすためのシステム、

⑨一般教育と専門教育の連関を含め一般教育カリキュラムを全学的に見直す

ためのシステム

という 4つのシステムが必要である O 他大学の状況を見ると、①については教科

集団などの形での担当者集毘の全学的鑑識北で、 eについては全学委員会む設置
によって対応しており、熊本大学でも同様な方向で検討している O しかし②につ

いては教務上の議整組議誌重かれているが、授業科目群を内容面か主体系北して

行くためのシステムを明確にしている大学は少ない O ③については研究部など少

人数の専門家集毘を量きそこに検討を委ねるというところもあるが、実擦の授業

実施グループとの関連が不明確に思える O

熊本大学教養部は、一般教育実施の中核となる組織をおき②と@の機能を統一

的に拙うことによって、授業実践と緊密に結びついた一般教育の見直しゃ内容方

法上の研究開発が可能になると考え、全学に「一般教育実施機構j の構想を提示

した O この考え方は「教養教育の実施・企画・逗営を統一的に担う組織が必要J

という形で、基本的に学内合意がなされたところである O

第 l節では、新カリキュラムの特徴を振り返りながら実施機構の役割と必要性

について述べる O 第 2節では、実施機構の基本的な脅格と具体化にあたって留意

されるべき事項を述べる O 第 3節では、実施機構の最大の問題点である機構構成

員固定化の問題とそれに対する私見を述べる O なお、この報告は熊本大学教養部

内での議論を踏まえて筆者の責任でまとめたものである O 公的な文書については

以下の経過の中にその一部を示しているので参考にして頂きたい O

経過

1989.11 教養部長期計画委員会設

1991. 11 熊本大学教育研究体制検討委員会設置

〈教育研究改善検討部会、自己点検・評龍一、大学院-) 
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1992．　1

1993．　4

1993．　5

1993．　IO

1993．　le

1994．　1

1994．　3

1994．　5

1994．　10

1994．　11

教養部より「一般教育カリキュラムの構想（案）」提示

教育研究体制検討委員会答申（以下、　「4月答申」）

　　F熊本大学における教育課程改革構想について」

熊本大学教育運営委員会設置

教育運営委員会答申（以下、　rlO月答申」）

　　「平成6年度から実施する一般教育新カリキュラムの大綱につい

　て」

教養部「環境行動科学部」構想を提示。

教養部教授会で一般教育の実施体制についての検討を教養部長期計画

委員会一般教育検討部会に付託

教養部より「熊本大学における一般教育実施体制について」提示

熊本大学長期計画委員会の下に、教養教育実施体制専門委員会設置

教養教育実施体制専門委員会答申

　　「熊本大学教養教育実施体制について」

教養教育体制専門委員会設置

（学生部長、教養部長、評議員（各学部1名）、各教務（学務）委員

長）

追記　1994年3月までは「一般教育」という呼び方が使われてきたが、今年度に

入ってから「教養教育」に変わっている。変更の意味については正式には確認さ

れていない。ほぼ同じ意味で使われる場合と、教養部開設の専門基礎科目を含め

て使う場合がある。この報告では混乱を避けるため「一般教育」という言葉で統

一する。

1．新カリキュラムの特徴と「一般教育実施機構」の役割

1＞新カリキュラムの特徴

　熊本大学のカリキュラム改革は、4月答申でその方向が、10月答申で大枠が示

された。その具体化の作業は教養部を中心に全学の教育運営員会専門委員会の議

論を経て行われており、一部現在も進行中である。まず、その新カリキュラムの

特徴を整理する。

　4月答申では一般教育の教育課程編成にあたっての重視すべき視点として、

　　①高校教育から大学教育への移行をスムースに行うために転換教育を行うこ

　　　と。

　　②学生の問題関心に基づき学習の深化が図れるよう科目設定に配慮するとと

　　　もに、ある程度まとまりをもち、段階的に履修ができるよう工夫をするこ
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1992. 1 教養部より「一般教青カリキュラムの構想、〈案) J提示

1993. 4 教育研究体制検討委員会答申(以下、 r 4月答申J) 
「熊本大学における教育課程改革構想について j

1993. 5 熊本大学教育運営委員会設置

1993.10 教育運営委員会答申(以下、 r 10月答申)

「平成 6年度から実施する一般教育新カリキュラムの大綱につい

てJ

1993.10 教養部「環境行動科学部」構想を提示。

1994. 1 教養部教授会で一般教育の実施体制についての検討を教養部長期計画

委員会一般教青検討部会に付託

1994. 3 教養部より「熊本大学における一般教育実施体制について」提示

1994. 5 熊本大学長期計画委員会の下に、教養教高実施体制専門委員会設置

1994.10 教養教育実施体制専門委員会答申

「熊本大学教養教膏実施体寄せについて J

1994.11 教養教育体制専門委員会設置

〈学生部長、教養部長、評議員〈各学部 l名〉、各教務〈学務〉委

長)

追記 1994年 3月までは「一般教育」という呼び方が使われてきたが、今年度に

入ってから「教養教斉 j に変わっている O 変更の意味についてはま式には確認さ

れていない O ほぼ同じ意味で使われる場合と、教養部開設の専門基礎科目を含め

て使う場合がある O この報告では混乱を避けるため「一般教育 j という言葉で統

する。

1 .新カリキュラムの特徴と「一般教育実施機構」の役割

1 )新カリキュラムの特徴

熊本大学のカリキュラム改革は、 4月答申でその方向が、 10月答申で大枠が

された O その具体化の作業は教養部を中心に全学の教育運営員会専門委員会の議

論を経て行われており、一部現在も進行中である O まず、その新カリキュラムの

特徴を整理する O

4月答申では一般教育の教育課程編成にあたっての重視すべき視点として、

①高校教育から大学教育への移行をスムースに行うために転換教育を行うこ

と。

②学生の問題関心に基づき学習の深化が図れるよう科目設定に配慮するとと

もに、ある程度まとまりをもち、段階的に履修ができるよう工夫をするこ
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　　　と。

　　③常に学生の問題関心を喚起し、学習意欲を高めるよう、教育内容、方法及

　　　び教育課程編成に一層の配慮を行うこと。

等をあげた。これらの視点に基づいて新カリキュラムの具体化にあたっては、次

のような工夫を行うことにした。

　　①基礎科目として、大学教育のために必要な思考力や表現力及び基本的な情

　　　報処理能力などを培うため、基礎セミナー及び基礎情報処理を設定した。

　　②必修科目である外国語科目及び健康・スポーツ科学科目についてその教育

　　　目的を明示するとともに、授業内容の整理体系化を行った。

　　③個別科目を5つのコアに整理し、それぞれの教育目的・教育内容を明示す

　　　るとともに「幅広い教養」の養成だけではなく、　「学習の深化Jも図れる

　　　よう工夫をした。

　　④個別科目のシラバスには、講義概要、学習事項、講義日程、等のその科目

　　　の紹介だけではなく、キーワードの提示、この講義内容を深めたり広めた

　　　りするための指針などの学生の履修計画作成のために必要な情報も明示す

　　　ることにした。

　　⑤学生の自主的な選択を最大限可能にするため、個別科目・総合科目の開講

　　　は、学部学科の所属の如何を問わず全学生を対象にすることを基本にした。

　これらの項目は、全学での大枠の合意から実施までわずか半年しかなかったと

いう事情もあり検討不十分な点も多く、その目的を十分達しているとは言い難い。

しかし、これほどの大幅な改革を、しかも2年次以上の旧カリキュラムの学生に

対しての従来通りの授業を保障するという条件の下で、大きな混乱もなく実現で

きたことは、一般教育の実施の核としての教養部の存在と、そこに所属する教官

の努力抜きでは語り得ない。今後、これらの項目をその狙いに沿って練り上げて

いく際にも、現教養部教官が中心となりそこに全学の英知を結集する形が必要に

なるだろう。

2）　「一般教育実施機構」の役割

　「一般教育実施機構」の基本的役割については第◎節で述べた。それを新カリ

キュラムの特徴に即して具体的な項目に整理すると以下の三つにまとめられる。

　第一一に、時間割の作成、履修案内の作成、定期試験の運営等の一般教育の実施

運営に関わる事項である。新カリキュラムでは、学生の多様な選択を保障するた

め、個別科目と総合科目はできる限り全学帯で開講することにしている。また外

国語の履修方法も、既修のみ10単位という者から初修8単位同齢2単位という者

まで極めて多様になっている。これらを学生の希望を最大限尊重しながら効率的

に運営するシステムが必要である。

一12一

とO

{李常に学生の問題関心を喚起し、学警意欲を高めるよう、教育内容、方法及

び教育課程編成に一層の配慮を行うこと O

等をあげた。これらの視点に基づいて新カリキュラムの異体化にあたっては、次

のような工夫を行うことにした O

。基礎科目として、大学教育のために必要な思考力や表現力及び基本的な清

報処理能力などを培うため、基礎セミナー及び基礎情報処理を設定した O

②必修科目である外国語科目及び健康・スポーツ科学科目についてその教育

目的を明示するとともに、授業内容の整理体系化を行った O

③個別科目を 5つのコアに整理し、それぞれの教育目的・教育内容を明示す

るとともに「幅広い教養」の養成だけではなく、 「学習の深化」も図れる

よう工夫をした O

(:1) 1毘JJU科呂のシラパスには、講義援要、学習事項、講義日程、等のその科目

の紹介だけではなく、キーワードの提示、この講義内容を深めたり広めた

りするための指針などの学生の屡穆計画作成のために必要な情報も明示す

ることにした O

⑤学生の自主的な選択を最大接可能にするため、個別科詩・総合科自の開講

は、学部学科の所属の如何を問わず全学生を対象にすることを基本にした。

これらの項呂は、全学での大枠の合意から実施までわずか半年しかなかったと

いう事情もあり検討不十分な点も多く、その目的を十分達しているとは言い難い。

しかし、これほどの大幅な改革を、 しかも 2年次以上の!日カリキュラムの学生に

対しての従来通りの授業を保障するという条件の下で、大きな混乱もなく実現で

きたことは、一般教育の実施の核としての教養部の存在と、そこに所属する教官

の努力抜きでは語り得ないC 今後、これらの項目をその狙いに沿って練り上げて

いく際にも、現教養部教官が中心となりそこに全学の英知を結集する形が必要に

なるだろう。

2) I一般教育実施機構」の役割

「一般教育実施機講Jの基本的役割については第 0節で述べた C それを新カリ

キュラムの特徴に即して具体的な項目に整理すると以下の三つにまとめられる O

第一;こ、時毘訴の作成、履修案内の作成、定期試験の逗営等の一般教育の実施

遥営に関わる事項である O 新カリキュラムでは、学生の多様な選択を保障するた

め、個別科目と総合科目はできる怒り全学帯で開講することにしている O また外

国語の履修方法も、既修のみ 10単位という者から初修 8単位既修 2単位という者

まで極めて多様になっている O これらを学生の希望を最大限尊重しながら効率的

に運営するシステムが必要である O
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　第二に、科目区分ごとに定められた教育目的と個々の授業科目の整合性の検討

である。新カリキュラムでは特に個別科目について、コア・カリキュラムを導入

し授業科目群を一定の教育目的にそって編成するという方針をたてている。その

ためには授業科目群の編成、教育目的など全体に関わる問題の継続的に検討する

システムが必要である。なお、一つのコアは多数の専門分野にまたがっており、

そのシステムは特定の学部・学科が単独で担当する性質のものではない。

　第三に、授業方法などの研究開発、学習会の企画、教育目的の見直し等の事項

がある。これらの検討は授業の実施状況に基づいて行い、その結果は実際のカリ

キュラムや授業に反映されなければならない。授業の実施集団との緊密な関係の

もとに、授業実践と平行して行っていく必要があり、少数のファカルティ・デベ

ロップメントの専門家集団を置くにしても、検討の主体は授業担当者とするべき

であろう。

　以上の役割の遂行は、どれも一般教育カリキュラムについての深い理解と、一

般教育の豊富な授業経験によって支えられるものばかりである。また、全学的に

認知された責任体制の明確な組織でなければ果たせないのである。しかもそれら

は互いに深く関係しており、項目ごとに細分化して担当の組織を置けば予定調和

的にうまく行くというものでもない。これらの役割を統一的に行う責任体制の明

確な組織が必要なのであり、それを具体化したものが教養部の提起した「一般教

育実施機構」である。なお責任体制の明確化は、かつて教養部官制化の要求をま

とめた際にその必要性の最大の根拠とされたことである。　「一般教育実施機構」

は責任体制の明確化という教養部発足時の要求を踏まえながら、さらに教養部の

生みだした様々な問題点の克服を目指して構想したものなのである。

2．　「一般教育実施機構」案の具体化

　まず、実施機構の組織のあり方についての教養部の原案を、教養教育実施体制

専門委員会での整理を踏まえて、その要点を述べる。

　　1）実施機構の人数は60人程度とする。

　　2）実施機構に一般教育カリキュラムの科目区分に従って10の担当者会議

　　　　を置く。実施機構の構成員（以下、　「機構構成員」）はどれか一つの担

　　　　当者会議に所属し、その科目区分に関わる実施・企画・運営を統一的に

　　　　行う。

　　3）実施機構に実施部会、企画部会、運営部会を置く。

　　4）機構構成員全員からなる機構会議を置き、3部会を統括する。

　教養教育実施体制専門委員会答申と教養部原案の矛盾する点は次の二つである。

一つは、答申はセンターを設置することを前提に出されており、実施機構はセン
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第二に、科目区分ごとに定められた教育目的と個々の授業科目の整合性の検討

である O 新カリキュラムでは特に個別科目について、コア・カリキュラムを導入

し授業科目群を一定の教育目的にそって編成するという方針をたてている O その

ためには授業科目群の編成、教育目的など全体に関わる問題の継続的に検討する

システムが必要である O なお、一つのコアは多数の専門分野にまたがっており、

そのシステムは特定の学部・学科が単独で担当する性質のものではない O

第三に、授業方法などの研究開発、学習会の企画、教育目的の見直し等の事項

がある O これらの検討は授業の実施状況に基づいて行い、その結果は実際のカリ

キュラムや授業に反咲されなければな告ない O 授業の実雄集団との緊密な関係の

もとに、授業実践と平行して行っていく必要があり、少数のファカルティ・デベ

ロップメントの専門家集団を置くにしても、検討の主格は授業担当者とするべき

であろう O

以上の役割の遂行は、どれも一般教育カリキュラムについての深い理解と、一

般教育の豊富な授業経験によって支えられるものばかりである O また、全学的に

認、知された責任体制の明確な組織でなければ果たせないのである O しかもそれら

は互いに深く関係しており、項目ごとに細分化して担当の組織を置けば予定調和

的にうまく行くというものでもない。これらの役割を統一的に行う責任体制の明

確な組織が必要なのであり、それを具体化したものが教養部の提起したト一般教

育実施機構」である O なお責任体制の明確化は、かつて教養部官制化の要求をま

とめた際にその必要性の最大の根拠とされたことである o r一般教育実施機構」
は責任体制の明確化という教養部発足時の要求を踏まえながら、さらに教養部の

みだした様々な問題点の克践を日指して構想したものなのである O

2. r一般教育実施機構j 案の具体北

まず、実施機構の組織のあり方についての教養部の原案を、教養教育実施体制

専門委員会での整理を踏まえて、その要点を述べる O

1 )実施機構の人数は 60人程度とする。

2 )実施機構に一般教育カリキュラムの科目区分に従って 10の担当者会議

を置く O 実施機構の構成員(以下、 「機構構成員J)はどれか一つの担

当者会議に所属し、その科目区分に関わる実施・企画・運営を統一的に

行つ O

3 )実施機構に実施部会、企画部会、運営部会を置く。

4 )機構構成長全員からなる機構会議を援き、 3部会を統括する O

教養教育実施体制専門委員会答申と教養部原案の矛盾する点は次の二つである O

一つは、答申はセンターを設置することを前提に出されており、実施機構はセン
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夕一の教育部に位置づけられていることである。センターを置く場合、教育方法

の研究開発等を役割とする研究部が教育部と独立して置かれることになる。一方、

前節で述べたように実施機構は一般教育の実施運営だけではなく、その内容上の

検討や授業方法などの研究開発も役割としている。今後教育部と研究部の役割を

整理していく中で、実施機構自体のの性格が曖昧にされてしまう危険がある。二

つ目は、4）の機構会議が人数が多すぎ効率的ではないという理由で答申からは

ずされ、実施機構の半数の30名が参加する教養教育実施委員会に変えられたこ

とである。しかし一般教育カリキ。mラムは各科目区分ごとに分散的に編成されて

いるのではない。実施・企画・運営というように整理された役割も、切り離して

遂行できるものではない。その意味で10の担当者会議と3つの部会の他に、そ

れらを統括する機構会議を置くことによってはじめて実施機構は完結すると考え

ている。具体的にいえば、機構内である課題について検討を始める際には、その

視点・方法についての機構全体での共通理解を形成する必要がある。その後、実

施機構としての成案を作る際には、担当者会議の中での議論が全体でどう処理さ

れたかを直接聞き、疑問があれば質問しというプロセスが必要になる。これらを

可能にするのが機構構成員金員からなる機構会議なのである。専門委員会答申で

は、機構構成員全体の会議は担当者連絡会議iという位置づけの曖昧なものになっ

てしまっている。

　次に具体化にあたって留意されなければならない事項を述べる。

　　5）大学教官の業務は教育・研究・運営の三つに大別される。機構構成員は、

　　　　前項で述べた趣旨から、その教育面・運営面での比重を一定期間一般教

　　　　育に移すものとする。ただし、その間機構構成員が研究面で不利益を受

　　　　けたり、また、専門教育の遂行に支障が生じてたりしてはならない。比

　　　　重の移し方は、学部や専門の事：情に応じて柔軟に対応する必要がある。

　　6）専門教育と一般教育の有機的連関は重要であるが、一般教育を専門教育

　　　　に従属させて考えることは問題である。また、総合大学としての理念の

　　　　上から、一般教育カリキュラムは全学共通の枠の下に実施されるべきで

　　　　ある。この様な考えに基づき、実施機構は一般教育充実の観点からその

　　　　実施・企画・運営に関する事項を統一的に扱うものとする。実施機構は

　　　　単なる調整機関ではなく、その意味で機構構成員は学部を代表するので

　　　　はない。

　　7）実施機構と機構外の組織との関係は様々なレベルで緊密に行われる必要

　　　　がある。まず、学部としての要求は全学委員会を通じて実施機構に反映

　　　　される。事項によっては実施機構での検討に学部の代表が参加すること

　　　　も考えられる。機構外の授業担当者との関係では、科目区分ごとに授業
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タ-0)教育部に位壁づけられていることである O センターを量く場合、教育方法

の研究開発等を役割とする研究部が教青部と独立して置かれることになる O 一方、

蔚節で述べたように実施機構は一般教帯の実施運営だけではなく、その内容上の

検討や授業方法などの研究開発も役割としている O 今後教育部と研究部の役割を

整理していく中で、実施機構自体のの性格が唆昧 iこされてしまう危険がある O 二

つ日は、 4)の機構会議が人数が多すぎ効率的ではないという理由で答申からは

ずされ、実施機構の半数の 30名が参加する教養教育実施委員会に変えられたこ

とである O しかし一般教育カリキュラムは各科目区分ごとに分散的に編成されて

いるのではないO 実施・企画・運営というように整理された役割も、切り離して

遂行できるものではなし川その意味で 10の担当者会議と 3つの部会の他に、そ

れらを統括する機構会議を置くことによってはじめて実施機構は完結すると考え

ている O 具体的にいえば、機構内である課題について検討を始める際には、その

視点・方法についての機構全体での共通理解を形成する必要がある O その後、実

施機構としての成案を作る際には、相当者会議の中での議論が全体でどう処理さ

れたかを直接聞き、疑問があれば質問しというプロセスが必要になる O これらを

可能にするのが機構構成員全員からなる機構会議なのである O 専門委員会答申で

は、機構構成員全体の会議は担当者連絡会議という位置づけの唆昧なものになっ

てしまっている O

次に具体化にあたって留意されなければならない事項を述べる O

5 )大学教官の業務は教育・研究・述営の三つに大別される O 機構構成員は、

前項で述べた趣旨から、その教育部・遥営面での比重を一定期間一般教

育に移すものとする O ただし、その問機構構成員が研究面で不利益を受

けたり、また、専門教育の遂行に支障が生じてたりしてはならない O 比

重の移し方は、学部や専門の事情に応じて柔軟に対応する必要がある O

6 )専門教育と一般教育の存機的連関は重要であるが、一般教膏を専門教育

に従属させて考えることは問題である O また、総合大学としての理念の

上から、一般教育カリキスラムは全学共通の枠の下に実施されるべきで

ある O この様な考えに基づき、実施機講は一般教脊充実の観点かちその

実施・企画・運営に関する事項告統一的に扱うものとする G 実施機構法

単なる調整機関ではなく、その意味で機携構成員は学部を代表するので

はない O

7 )実施機構と機構外の組織との関係は様々なレベルで緊密に行われる必要

がある O まず、学部としての要求は全学委員会を通じて実施機構に反映

される O 事項によっては実施機構での検討に学部の代表が参加すること

も考えられる O 機構外の俊業相当者との関係では、科目区分ごとに授業
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　　　　担当者会議などを開催し、その全体像を示すとともに教育目的や今後必

　　　　要な授業内容などについて意見を求めることが必要になる。

　この様な考えで具体化される組織は、単なる委員会でも少人数からなるセンタ

ーでも有り得ない。機構構成員は教育面・運営面での比重を一般教育に移すので

あり、また60人という規模から考えてむしろ部局に近い性質を持つと言えるだ

ろう。しかし、従来の教養部とは、第一に機構構成員は学部に所属し一定の任期

の下に機構構成員になるのであり、研究面、専門教育面で学部から隔離されては

いないこと、また第二に全学委員会や授業担当者会議iなど一般教育を全学的に検

討する場が保障されており、実施機構は全学協力体制の中核として位置づけられ

ていることの二つの点で基本的性格を異にするのである。

3．　「一般教育実施機構jの問題点

　このプランの最大の問題点は、機構構成員の選出方法、交代の保障についてで

ある。この様な組織に現在学部に所属している教官が参加してくれるのか、結局

機構構成員は現教養部教官を中心に固定化してしまうのではないかという懸念は、

現在の学部教官の一般教育への関心の低さを考えれば当然のものである。この解

決について我々はこれで完全だという方策を持っていない。以下この問題につい

ての私的見解を述べ毒せてもらう。

　現在の大学教官を一般教育への意識という点で次の四つに分類してみる。第一

は、一般教育の授業に積極的に参加するだけではなく、時間割編成作業などの教

務上の事項、授業方法内容の研究開発やカリキュラムの点検・見直しなどの一般

教育の内容を深めて行くための作業にも積極的にかかわろうとする教官層である

（以下これをA群と呼ぶ）。第二は、一般教育の授業には積極的に参加しその授

業内容方法の工夫は責任もって行おうとする教官層である（以下これをB群と呼

ぶ）。第三は、一般教育の授業は余りやりたくないがやる場合には責任を持って

やるという教官層である（以下C群と呼ぶ）。最後に、一般教育の授業はやりた

くないしやる場合には適当に済ませようという教官層である（以下D群と呼ぶ）。

さて、このうちA群の教官は現教養部教官以外に殆どいないだろう。そしてこの

A群の教官の意識によって実施機構が支えられるのである。この4つの分類の構

図が変化しないのならば、実施機構の教官の固定化は避けられないだろう。

　筆者は教養部を廃止した状況で、一般教育を全学協力体制のもとに充実発展さ

せて行くためには、D群の教官をC群に、　C群の教官をB群に、　B群の教官をA

群に変えていく様なシステムがなければならないと考えている。現在のA群の教

官は教養部のもとで育てられたものであり、いわば教養部の遺産である。教養部

の遺産の食いつぶしによって当面はカリキュラムの運営が維持できたとしても、
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担当者会議などを開催し、その全体像を示すとともに教育呂的や今後必

要な授業内容などについて意見を求めることが必要になる O

この様な考えで具体化される組織は、単なる委員会でも少人数からなるセンタ

ーでも有り得な Lυ 機構構成員は教育面・運営面での比重を一般教育に移すので

あり、また 60人という規模から考えてむしろ部局に近い性質を持っと言えるだ

ろう O しかし、従来の教養部とは、第一に機構構成員は学部に所属し一定の任期

の下に機構構成員になるのであり、研究面、専門教育面で学部から隔離されては

いないこと、また第二に全学委員会や授業担当者会議など一般教育を全学的に検

討する場が保障されており、実蒐機捧は全学協力体制の中核として位置づけられ

ていることの二つの点で基本的性格を異にするのである O

3. r一般教育実施機構Jの問題点

こむプランの最大の問題点は、機構構成員の選出方法、交代む保障についてで

ある。この様な組織に現在学部に所属している教官が参加してくれるのか、結局

機構構成員は現教養部教官を中心に固定化してしまうのではないかという懸念は、

現在の学部教官の一般教育への関心の低さを考えれば当然のものである O この解

決について我々はこれで完全だという方策を持っていない O 以下この問題につい

ての私的見解を述べさせてもらう O

現在の大学教官を一般教育への意識という点で次の四つに分類してみる O 第一

は、一般教育の授業に積極的に参加するだけではなく、時間割編成作業などの教

務上の事項、授業方法内容の研究開発やカリキュラムの点検・見蓋しなどの一般

教育の内容を深めて行くための作業にも積極的にかかわろうとする教官層である

(以下これを A群と呼ぶ) 0 第二は、一般教育の授業には積極的に参加しその授

業内容方法の工夫は責任もって行おうとする教官層である(以下これを B群と呼

ぶ〉。第三は、一般教膏の授業は余りやりたくないがやる場合には責在を持って

やるという教官麗である〈以下 C群と呼ぶ) 0 最後に、一般教育の授業はやりた

くないしゃる場合には適当に済ませようという教官層である(以下 D群と時ぷ) 0 

さで、このうち A群の教官は現教養部教官以外に殆どいないだろう O そしてこの

A群の教官の意識によって実施機構が支えられるのである O この 4つの分類の靖

国が変化しないのならば、実施機構の教室の窟定化は避けられないだろう O

筆者は教養部を廃止した状況で、一般教育を全学協力体制のもとに充実発展さ

せて行くためには、 D群の教官を C群に、 C群の教官を B群に、 B群の教官を A

群に変えていく様なシステムがなければならないと考えている O 現在の A群の教

官は教養部のもとで青てるれたものであり、いわば教養部の遺産である O 教養部

の遺産の食いつぶしによって当面はカリキュラムの遥営が維持できたとしても、
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その後の展望がなければ責任有る実施体制とは言えまい。

　ではどうやって変えるのか。D群の教官は本来有り得ないと期待したいが、も

し存在する場合には、教官の意識を変えてもらう以外に道はないだろう。そのた

めにも、全学協力体制の実質化によって全ての教官に一般教育を身近なものに感

じてもらうことが重要だろう。C群をB群に変えるにはやはり継続的に授業の担

当をしてもらうしかない。その人を巻き込んだ形で一般教育の授業内容方法につ

いての議論の場を作れればより有効だ。この様な場の具体化の一つとして、教養

部原案では、一般教育の各科目区分毎に、　（学外非常勤も含めた）全授業担当者

の会議を開き、実施機構の構成員を中心に、その教育の内容方法やカリキュラム

の全体像についての議論をする事が想定されている。これ以外にも、公的な学習

会から個人的な話し合いまで一般教育についての議論の場は様々なレベルで考え

られる。これらを企画するのも実施機構の重要な役割である。

　さて、B群をA群に変えるにはどうすれば良いか。やはり一般教育の運営、授

業方法内容の研究開発など実施機構の役割に想定されている各事項について主体

的にかかわってもらう以外にないと思う。しかしその業務の負担の大きさから多

くの教官が二の足を踏むことが当然予想される。これが機構構成員は固定化して

しまうのではないかという懸念の最大の理由である。B群の教官が一般教育の運

営、授業内容方法の研究開発にかかわろうという環境を作らなければならないの

である。それにはこれらの業務が大学の運営の中で明確な位置づけを与えられて

いること、そしてその負担の大きさについて全学的に了解し専門教育面、学部運

営面での一定の配慮がなされること、全学の教官が機構構成員の交代に協力する

ことが必要であり、ζれこそ実施機構の目指しているものなのである。A群の教

官層を教養部の遺産として食いつぶして行くだけではなく新たに作り出していく

こと、これが実施機構の最大の狙いなのである。

　実施機構によりA群B群の教官層を拡大し、その中で交代の可能性を広げて行

こうというのが、固定化の問題に対する筆者の考えである。もちろん簡単に実現

するものと考えているわけではない。しかし、大学教官の一般教育への意識を高

めるという観点を欠いたままの、単純な平等原則に基づく固定化解消論は、A群

の教官層を形成できず、一般教育の運営に様々な困難をもたらし、最終的には一

般教育自体の形骸化につながるのだ。固定化の問題は、大学教育に対する教官の

意識に根ざすものであり、安易な解決策は有り得ないだろう。
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その後の展望がなければ責任有る実施体制とは言えまい O

ではどうやって袈えるのか o D群の教官は本来有り得ないと期待したいが、も

し存在する場合には、教官の意識を変えてもらう以外に道はないだろう O そのた

めにも、全学協力体制の実質化によって全ての教官に一般教育を身近なものに感

じてもらうことが重要だろう o C群を B群に変えるにはやはり継続的に授業の担

当をしてもらうしかなし'0 その人を巻き込んだ形で一般教育の授業内容方法につ

いての議論の場を作れればより有効だ O この様な場の具体化のーっとして、教養

部原案では、一般教育の各科目区分毎に、 (学外非常勤も合めた)全授業担当者

の会議を聞き、実施機構の構成員を中心に、その教育の内容方法やカリキュラム

の全体像についての議論をする事が想定されている O これ以外にも、公的な学習

会から側人的な話し合いまで一般教育についての議論の場は様々なレベルで考え

られる O これらを企闘するのも実施機構の重要な役割である O

さて、 B群を A群に変えるにはどうすれば良いか O やはり一般教育の運営、授

業方法内容の研究開発など実施機構の役割に想、定されている各事項について主体

的にかかわってもらう以外にないと思う O しかしその業務の負担の大きさから多

くの教官がこの足を踏むことが当然予想される O これが機構構成員は聞定化して

しまうのではないかという懸念の最大の理由である o B群の教官が一般教育の運

営、授業内容方法の研究開発にかかわろうという環境を作らなければならないの

である O それにはこれらの業務が大学の運営の中で明確な位置づけを与えられて

いること、そしてその負担の大きさについて全学的に了解し専門教育耐、学部運

営面での一定の配慮、がなされること、全学の教官が機構構成員の交代に協力する

ことが必要であり、これこそ実施機構の目指しているものなのである o A群の教

官層を教養部の遺産として食いつぶして行くだけではなく新たに作り出していく

こと、これが実施機構の最大の狙いなのである O

実施機構により A群 B群の教官層を拡大し、その中で交代の可能性を広げて行

こうというのが、回定化の問題に対する筆者の考えである O もちろん簡単に実現

するものと考えているわけではない O しかし、大学教官の一般教育への意識を高

めるという観点を欠いたままの、単純な平等原則に基づく聞定化解消論は、 A群

の教官贈を形成できず、一般教育の運営に様々な困難をもたらし、最終的には一

般教育自体の形骸化につながるのだ。固定化の問題は、大学教育に対する教官の

意識に椴ざすものであり、安易な解決策は有り得ないだろう O
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《研究発表》 変革の時代の一般教育

琉球大学教授 石島　英

1．はじめに

　統一テーマは改革の中の一般教育であるが、私の発表は改革の方向性をより明

確に認識する為に、’どう変貌したか’　そうして　’どう対処するべきか’

の二本の柱のもとで議論できる変革の時代の一般教育はどうあるべきかという題

目でお話ししてみたいと思います。

　琉球大学教養部では、昭和50年に一般教育のカリキュラムの大幅な見直しを

おこない、今後平成6年4月に再度の見直しを行っています。昭和50年の見直

しは、大学教養課程の授業のつまらなさが指摘された、全国的な大学紛争の嵐の

後の対処策であり、今後の見直しは、勿論文部省の大学改革行政に始まったので

あるが、情報化や国際化や地球環境悪化の投じた諸問題にこのままの大学教育で

は対処できないという焦燥感から行われたものと受けとめている。両見直しにお

いて、重視され充足されたのは総合科目であった。総合科目の重要性はこの変革

の時代に益々認識されてくるものと思われるが、その論拠を構築し、総合科目の

充足実施面の改善を模索する方々への一助として報告したい。

2．変革の様相

　変革（変化と改革と解釈する）は何時の時代にもある。ただ、昔とは違った速

いスピードで改革が必要になり、また大きな規模の改革もやむをえないのが今の

時代では無かろうか。何故なら、この50年の間に、人類誕生後から50年前ま

でのすべての時間に到達した人口をしのぐ人口になったという急な増加率を示す

ようになったからです。　（図1）

　この人口の増加のインパクトは種々なエネルギーの開発をもたらし、またエネ

ルギー消費量の増加を促進させるようになった。その結果、人々の考え方が大き

く変わり、また社会構造が大きく変わった。それと同時に、地球環境が悪化して

き、これがフィードバックして人々の考え方、社会構造の変化を余儀なくさせる

ようになった。1700年代一1900年代初期にはまだ、人口増加のインパク

トはそれほどでもなかった。しかし、その時代においても、産業革命、輸送革命、

医療革命、農業革命などの革命を経ている。それは、それぞれの分野での研究開

発の産物の方がより効果的に人口増加のインパクトに対応していけると判断した

からである。しかし、多くの場合は従来の生活様式や組織を踏襲し固定化しよう

とす惰性の働きを乗り越えなければ、それらの革命はできないことであった。こ
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　図1　世界人口の長期的な変化と見直し

地球環境データブック（茅陽一編、1993、オーム社）参照

の点に関する認識を欠いては改革はありえないのである。

　今の時代はエネルギー革命の時代を過ぎ、情報入手革命の時代に入っている。

大学においては、研究と教育手法の革命であり、中等教育の学校にいては教育手

法の革命、一般社会においてはコミュニケーション・情報収集手段の革命である。

このような、変革の時代に我々は今生きている。

3．変革に伴うフィードバックの必然性

　研究・開発は昔からおこなわれてきた。これによって、人類はその産物に浴し

て人格・社会を形成してきたと考えられる。新たに形成された人格・社会は新た

な研究・開発を誘導し、それによって新たな人格・社会へと変わった。この繰り

返しを人類は代々重ねてきた筈である。
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　人口が少なく、また研究・開発の規模が小さかった時代までは、研究・開発の

もたらす良い面のみを人格・社会形成に利用することができた。悪い面は人間以

外の自然によって浄化されたからです。　（図2a）。ところが、人口が増加し、研

究・開発の規模が大きくなると、研究・開発によってもたらされた悪い面も顕著

になった。したがって、悪い面は自然の浄化能力を上回るようになり、自然その

ものが壊変するようになってしまった（図2b）。これがすなわち地球環境問題

を提起するようになった経緯である。

（b）

研究開発 人格・社会形成 十 デメリット

“一一“ ク

自然の浄イ能力をこえる

　　地球環境壊変

（a）

研究開発 人格。社会形成 十 デメリッ

　＿剛♂

フィードバック

　自然による浄化

図2　フィードバックの仕組み
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人口が少なく、また研究・開発の規模が小さかった時代までは、研究・開発の

もたらす良い面のみを入手各・社会形成に利用することができた O 悪い面は人関以

外の自黙によって浄化されたからですo (国 2a) 0 ところが、人口が増加し、研

究・鍔発の規模が大きくなると、研究・路発によってもたらされた惑い面も顕著

になった O したがって、悪い蕗は自然の浄化能力を上回るようになり、自然その

ものが壊変するようになってしまった〈図 2b ) 0 これがすなわち地球環境問題

を提起するようになった経緯である O

(b) 

(a) 

フィードノ〈ック

自然による浄化

図 2 フィードバックの仕組み
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　この地球環境壊変によって人格・社会の形成にもたらされるマイナスの面が顕

著になった。これがフィードバック（人間活動による人間へのしっぺ返し）であ

る。このフィードバックの強度は研究・開発の種類によって異なるが、基本的に

は程度の差こそあれどの研究・開発にも付き添うものであり、普遍的なものであ

る。特に人口が爆発的に増加しつつある現在はゆゆしき問題をつくりだすと推測

できる。このフィードバック現象は人類の生存維持の共通問題であり、まずは各

人各人の責務においてこれへの対応策を取らねばならないものである。

4。変革の時代の一般教養

　変革の時代にはさまざまな研究・開発がさまざまな分野で行われ、高度化と多

岐化が進行している。しかし、研究・開発が一分野に閉ざされているのではなく、

他の領域と関連しあって発展進歩してきている（図3）。この事実を確認しなけ

ればならない。

「地球科学への招待」（浜田隆士、東京大学出版会》より

図3　地球科学の分野と関連科学
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　同時に、前節で述べたように、どの分野を問わずいかなる研究・開発にもフィ

ードバック現象が共通して発生していることを、一人一人が理解しなければなら

ない。ここに、自己領域のみならず他領域の知識を総合的に吸収理解しながら、

変革によってもたらされるフィードバック現象の普遍性を認識し理解することを

理念とする一般教養教育が必要と思われる。

　したがって、これからの一般教養科目は、従来の共通性、一般性、普遍性のみ

ならず、変革にあずかり、変革にたえ抜く資質を養う総合性を持たなければなら

ない。

　このような視点から、どういう教育目標のために、どういう性格の教養科目が

要請されるかをあげると：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育目標

　教養科目の持つべき性格　　　　　　　　　　培うべき資質

　普遍性がある（科学性がある）　　　　　　　探求力

　他と共通認識がもてる　　　　　　　　　　協調力

　他専門領域におよぶ　　　　　　　　　　　　応用・展開力

　自己の専門領域におよ　　　　　　　　　　　自習力

　精神文化性がある　　　　　　　　　　　　　鑑賞力

　現在に位置づけられる　　　　　　　　　　　総合力

　（注）上で、自己とは受講生の一人をさし、他とはその受講生から見て他の受講

生、あるいは一般の人を意味する。上は一つの教養科目の中に可能な限り配慮さ

れていてほしい主な要素を示したのであって、それがすべてではない。

5．学生は変革の時代にどの程度対応しているか

　大学入学時の学生はこの急テンポの変革の時代にどうあずかり、どう対応して

いるかは気になることである。このことを知るために総合領域の科目「台風自然

一一
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教育目標

教養科目の持つべき性格 培うべき資質

普遍性がある〈科学性がある〉 探求力

他と共通認識がもてる 協調力

也専門領域におよぶ 応用・展開力

自己む専門領域におよ 自習力

構神文化性がある 鑑賞力

現在に位量づけられる 総合力

(注〉上で、自己とは受講生の一人をさし、他とはその受講生から見て他の受講

生、あるいは一般の人を意味する O 上は一つの教養科目の中に可能な限り配慮、さ

れていてほしい主な要素を示したのであって、それがすべてではない O

5. 学生は変革の時代にどの程度対応しているか

大学入学時の学生はこの急テンポの変革の時代にどうあずかり、どう対応して

いるかは気になることである O このことを知るために総合領域の科目「台風自然
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風土」の初回講義の時、著者は「月で餅つきするウサギの話をきいたことがある

かないか、信じるか信じないか」、このようなアンケートを数話題について取っ

たことがある。　（表参考）

1994．4．22

話題 ある 言じる いつ頃 きっかけ

月でウサギのもちつき

大陸が移動する

人は進化してきた

地球の原　大気は炭酸ガスだった

台風の　　源は　蒸気
：　　はし：LiberaユArts，　S：SociaユScie：nces，　T：Natural　sciences，　Agricu1一

ture　and　Technology，　MH：Medicine　and　Healthの略記を入れてください

　受講生146雨中106名の回答者について、

に対する回答状況をまとめた結果は次の通り。

「月で餅つきするウサギの話」

1）

2）

3）

4）

5）

F聞いたことがあるが、信じない」が約63％いる。

「聞いたことはないが、信じない」が約11％いる。

「聞いたことはない。はっきりしないが、信じる」が約7％いる。

「聞いたことはない。はっきりしないから、半信半疑」が約12％いる。

「聞いたことはあるが、半信半疑」が約7％いる。

　上のアンケート結果にたって、筆者は学生の教養度について、次のように解釈

している。

　1）の回答者は健全な教養を備えている。2）～5）の回答者については教養

度を高めてもらう必要がある。2）の回答者は、人工衛星による月探査などで月

に餅つき兎がいないことをわかっていることはいいが、人類が月を伝説的な目で

見ていた長い時代があったことを知らない、つまり「変革」の一部しか知らない

一22一

風土Jの初回講義の持、著者は「月で餅っきするウサギの話をきいたことがある

かないか、信じるか信じないか j、このようなアンケートを数話題について取っ

たことがある o (表参考)

1994.4.22 

話題 ある 信じる いつ頃 きっかけ

月でウサギのもちつき

大陸が移動する

人は進化してきた

地球の原始大気は炭酸ガスだった

台風の栄養源は水蒸気
、、 岨圃圃且圃 ・h -- ーー

cul-
もureand Technology， MH:Medicine and Healthの略記を入れてください

受講生 146名中 106名の回答者について、 「月で餅っきするウサギの話」

に対する回答状況をまとめた結果は次の通り O

1) r開いたことがあるが、信じない」が約 63 %いる O
2) r聞いたことはないが、信じない」が約 11 %いる O
3) r聞いたことはない O はっきりしないカヘ{言じる j カく車包 7%いる O
4) r欝いたことはない G はっきりしないから、半信半疑j が約 12 %いる O

5) r聞いたことはあるが、半信半疑」が約 7%いる O

上のアンケート結果にたって、筆者は学生の教養度について、次のように解釈

している O

1 )の回答者は健全な教養を備えている02) ，..，.， 5)の回答者については教養

皮を高めてもらう必要がある o 2) の回答者は、人工衛星による月探査などで月

に餅っき兎がし、ないことをわかっていることは~'1 l '1が、人類が月を伝説的な日で

見ていた長い時代があったことを知らない、つまり「変革」の一部しか知らない
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ことは至極残念なこと（他と共通認識が持てない）であり、そういう視点から教

養度をたかめる必要がある。3）、4）の回答者は「変革」のすべてを知らない

ので、2）の回答者よりももっと教養度を高める必要がある。

　このように、学生が変革の時代にマッチした適切な教養教育をいかに必要とし

ているかを汲み取ることができる。

5。まとめ

　変革は昔からあった。今の変革は幅が大きく、急テンポである。それは人口急

増によるインパクトのためである。そのインパクトは大規模な研究・開発を誘導

した。それに呼応して人間の人格・社会が変わった。それに伴い学問分野は高度

化し多岐化したが、各分野は互いに関連しあうようになった。

　一方、過度な研究・開発に伴う人工活動は地球環境改変をもたらし、人格・社

会形成にマイナス側面を生むようになった。つまり人工活動のフィードバック現

象が問題になってきた。

　このフィードバック現象は各分野に共通して普遍的なものであり、その理解の

ためには他領域に及ぶ知見を総合判断する能力を培わなくてはならない。

　したがって、変革の時代の一般教養科目は、総合的な判断のうえに研究・開発

のもたらし変化をとらえ、その変化に対処し、改革にあずかれる人格・社会を形

成することを目標とすべきだろうと思う。

一一
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ので、 2)の回答者よりももっと教養度を高める必要がある O

このように、学生が変革の時代にマッチした適切な教養教育をいかに必要とし

ているかを液み取ることができる O

5 0 まとめ
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増によるインパクトのためである O そのインパクトは大規模な研究・開発を誘導

した。それに呼応して人間の人格・社会が変わった O それに伴い学問分野は高度

化し多岐イとしたが、各分野は互いに関連しあうようになった O

一方、過度な研究・開発に伴う人工活動は地球環境改変をもたらし、人格・社

会形成にマイナス側面を生むようになった O つまり人工活動のフィードバック現

象が問題になってきた O

このフィードパック現象は各分野に共通して普遍的なものであり、その理解の

ためには地領域に及ぶ知見を総合判醗する能力を塔わなくてはならないO

したがって、変革の時代の一般教養科目は、総合的な判断のうえに研究・開発

のもたらし変化省?とらえ、その変化に対処し、改革にあずかれる人格・社会を形

成することを目標とすべきだろうと思う O
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《研究発表》 改革の中の一般教育一「授業計画」と「授業評価」を中心に一

福岡大学教授　　坂本　昭

　1．はじめに一「授業評価」を中心に一

　今、各大学では、自由化すなわち「規制緩和」の流れのなかで一般教育の改革

が進行中であるが、それもカリキュラム改革に象徴されるように教育の「中身」

を問題としつつ、さらに「授業」の改善・工夫へと進展してきたといってよい。

福岡大学の場合、平成4年3月に、一般教育のカリキュラム改革を主たる目的と

して「一般教育改革小委員会」を設置して、一般教育科目の内容充実の見直し、

第2外国語問題、総合科臼等の新設、選択・必須科目、改廃、単位減、教養ゼミ

などつにいて検討してきた。また、同時に教育の活性化を目的として「教育活性

化小委員会」を設置して、セメスター制、インテンシブ授業、TA制、オフィス

アワー、ネイティブ教員による授業、クラスサイズ、少人数セミナー、シラバス、

授業評価などを具体的に検討し、そのほとんどが実施中か、または実施予定とな

っている。さらに、この小委員会を発展的に改称して、　rFD（Faculty

　Development）検討小委員会」を今年3月よりスタートさせ、昨年
度から実施している「授業評価アンケート」の改訂作業や今後の授業改善に向け

ての諸作業を継続して行っている。

　本発表では、この「教育活性化小委員会」及び「FD検討小委員会」の審議・

検討過程を中心としながら、今回の統一テーマであるド改革の中の一般教

育」の主旨に沿って、一般教育における授業の活性化の問題に接近してみたい。

その場合、この授業の活性化のシンボル的な存在が、ほかならぬ「授業計画

（シラバス）」と「授業評価」であることから、この両者を中心に論議を展開し

ていくのであるが、前者については本日の人文・社会科学部会で詳細な発表が予

定されているので、後者の学生による「授業評価」について、それも大学教員の

授業意識という観点から、その実施状況と実施後の教員意識・反応について報告

する。なお、ここでの基本的な問題意識として、授業の入口として　「授業計画」

を、授業の出口としてf授業評価」を、そしてこの両者を有効につなぐものとし

て「オフィスアワー」を位置づけ、これらをワンセットとして、それぞれを関連

づけながら、いずれも「公的」なシステムとして実施していくことが一般教育の

授業改革にとって大きな意義があると考えている。

2．授業改善への二つの問題

まず、具体的な論議に入る前に、授業改善に関わる二つの問題を整理しておか
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今、各大学では、自由化すなわち「規制緩和Jの流れのなかで一般教育の改革

が進行中であるが、それもカリキュラム改革に象徴されるように教育の「中身J

を問題としつつ、さらに「授業Jの改善・工夫へと進展してきたといってよい O

福部大学の場合、平成 4年 3月に、一般教青のカリキュラム改革を主たる自的と

して「一般教育改革小委員会」を設置して、一般教育科目の内容充実の見直し、

第 2外国語問題、総合科目等の新設、選択・必須科目、改廃、単位減、教養ゼミ

などつにいて検討してきた O また、同時に教育の活性化を B的として「教育活性

化小委員会」を設置して、セメスター制、インテンシブ授業、 TA制、オフィス
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Deve 1 opmen t) 検討小委員会Jを今年 3月よりスタートさせ、昨年

度から実施している「授業評価アンケート Jの改訂作業や今後の綬業改善に向け

ての諸作業を継続して行っている O

本発表では、この「教育活性化小委員会J及び IF D検討小委員会」の審議・

検討過程を中心としながら、今回の統一テーマである「改革の中の一般教

育Jの主旨に沿って、一般教育における授業の活性化の問題に接近してみたいO

その場合、この授業の活性化のシンボル的な存在が、ほかならぬ「授業計画

〈シラパス)と「授業評揺Jであることから、この弱者を中心に論議を長関し

ていくのであるが、前者については本日の人文・社会科学部会で詳細な発表が予

定されているので、後者の学生による「授業評価 j について、それも大学教員の

授業意識という観点から、その実施状況と実施後の教員意識・反応について報告

する O なお、ここでの基本的な問題意識として、授業の入口として 「授業計画」
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まず、具体的な論議に入る前に、授業改善に関わるニつの問題を整理しておか
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ねばならない。その一一つは、学生が大学に入学する以前に経験した授業形態と入

学後のそれとに大きなギャップを感じているということであり、他の一つは大学

改革に否定的・消極的な意識を教員がもっと改革がきわめて難しいということで

ある。これら二つに共通する点は、大学の教員が、どう「大学教育の改善」ない

しは「一般教育の改革」を自己の意識改革としてとらえきれるかどうかにあると

いえよう。

　（1）学校と大学との「授業」のギャップ

　いうまでもなく、大学教育の目的は、　「教育」という側面からいえば、それぞ

れの授業目標に向かって如何に学生の能力を伸長させていくかということにあり、

その意識を教師の一人ひとりがもっことの大切さは高校以下の学校教育とまった

く変わらない。大学といえども、その教育の中核は日常の授業そのものにあるわ

けで、これを改善・充実させていくことは、大学教員のもっとも重要な責務であ

る。この点、今回の大学改革が授業の活性化を主要な課題に置いたことは、授業

に対する大学教員の意識改革を目標としている、つまりそこには授業や教員への

姿勢そのものに対する基本的理解を求めざるをえない現実があるといってよい。

そうしないと、学生にとっては高校までの授業形態や授業に対する教師の意識や

熱意が、大学でのそれとに大きなギャップを感じてしまうからである。とりわけ、

学生が入学後にまず直面する一般教育の授業に、入学前に抱いていた期待が多く

の場合に、それが失望に変わる現実も無視できないのではないだろうか。今日の

ように大学が大衆化し、また学生の学力も多様化し、さらには不本意入学などの

さまざまな変化が生じていることを考慮するならば、従来の一般教育の授業を学

生の実態に応じて改善・工夫し、より活性化していく努力をすべての教師が自己

課題としなければならない。大事なことは、学生側の授業に対する要望や意見を

教師自身が十分にとらえ、それを授業に反映させていくシステムが極めて重要と

なったという認識をもつことである。

　（2）　「改革・改善」への大学教員のイメージ

　次に、大学教員の「授業改革」と「意識改革」の関連、いうならば教員の意識

実態について考察を加えなければならない。東海大学教育研究所の『FD・自己

評価に関する意識調査』の結果（一般教育学会『一般教育学会誌』、

第14巻、第2号、1992年11月、79－85頁）によれば、大学改革のテ
ーマである自由化および自己評価に、　「よいイメージ」を回答した教員と

「よくないイメージ」を回答した教員とでは、大学改革への意識に大きな違いが

あると報告されている。また、　「優れた講義を評価すべきか」や「学生による講

義評価を実施することを評価すべきか」の質問に、いずれも60％前後の教員が

賛成し、40％近くの教員が否定的な見解を示している。同研究所が指摘するよ
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義評価を実施することを評価すべきかj の質問に、いずれも 60 %前後の教員が

賛成し、 40%近くの教員が否定的な見解を示している O 同研究所が指摘するよ
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うに、大学改革を行うということは、教員の意識改革を意味することにほかなら

ないわけで、この改革に意見が異なる場合には、改革そのものが非常に困難とな

るのである。

　確かに、授業の改善・充実は、外的な規制によって行うのではなく、一人ひと

りの教員が自己努力によって自主的に行うことが望ましい。しかし、その自己努

力そのものが個々の教員によって、あまりにも違った基準・水準を目指すことに

もなりかねなく、ここに「公的」に位置づけられた改善策も考えられねばならな

いであろう。教員の意識が異なるとすれば、それに対する解決策は大学の授業が

「公的」システムであることに求められるであろうし、後述するように授業に対

する基本的な共通理解をより深めていく必要があろう。授業がすべてに開かれて

こそ、学問の自由、大学の自治の精神が生かされるという観点から、ここで問題

とする「授業計画」や「授業評価」はその論議を深めていかねばならない。

　3．　「授業評価アンケート」の作成と実施

　この「授業評価アンケート」の詳細は、発表資料4枚目にある教育活性化小委

員会の最終報告「授業評価ア．ンヶートについて」と発表資料5枚目の「授業評価

アンケート」を参照されたい。ここでは、この授業評価の意義、内容、方法につ

いて簡潔に述べる。

　（1）意義一一般には、教育に対する責任の自覚や学生の消費者主義の論理の

立場から、①学生の自己点検・自己評価、②学生の態度・雰囲気の客観的な把握

の資料、③教員の授業内容・方法の改善、④教員自身の自己の授業の特徴をとら

える手がかり、⑤学生の授業への意欲を促す効果、⑥「授業計画書（シラバス）」

の見直し資料、などを指摘できるが、やはり授業を担当する教員自身が学生の意

見を知り、それを授業に反映させていくという「公的」なシステムとしての意義

が大きい。・

　（2）内容一大きく以下のような5つの枠から構成されている。①授業環境に

ついて…　　受講人数、私語、黒板・照明、雰囲気・快適さ、②教師について・

・・ bし方・言葉づかい、身だしなみ、ものこし・態度、情熱・意欲、信頼感、

公平、授業内容の質、授業内容の量、授業のわかりやすさ、授業方法、この授業

の有効性、教材、授業の進度、総合評価、③学生自身について…　　出席率、私

語、居眠り、学習意欲、シラバス、真剣度、予習・復習、オフィスアワー、総合

評価、④自由質問項目…　　教師による質問設定、⑤自由記述欄…　　授業環境

について、教師について、その他。

　（3）方法一実施方法については、別に「授業評価アンケート実施マニュアル」

を作成し、各教員がより高い信頼性データを得られるための参考に供した。また、
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いて簡潔に述べる O
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見を知り、それを授業に反映させていくという「公的」なシステムとしての意義
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( 3 )方法一実施方法については、別に「授業評価アンケ-ト実施マニュアル」

を作成し、各教員がより高い信頼性データを得られるための参考に供した O また、
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この調査については、次の点が留意されている。①この調査結果は教員の個人的

評価や勤務評定などには一切使用されない。②各個人の結果は公表されない。③

実施希望者のみが教務課より用紙を受けとり、自分で実施・回収する。④電子計

算センターで集計処理後、依頼の教員に直接返送される。

　4．　「授業評価」実施に対する教員の反応

　各大学とも、この学生による「授業評価」の導入には賛否両論があり、実際に

これを実施している大学はまだ少数であるが、次第に国公私立を越えて実施され

る傾向にある。現状は、日本の大学文化が学生による「評価」になじまないから

というよりも、むしろf評価」に対する疑問や懸念が強いといえるのではないか。

この実施に10年ほどの実績をもつ東海大学の綿密な調査結果によると、大学教

員の授業評価に対する疑問や懸念はほとんど解消されてしまうといえよう。例え

ば、学生による評価の信頼性であるが、明確に授業と教授活動の質について「授

業評価」は信頼しうる妥当な情報であると結論づけている。具体的に、記名と無

記名、ふざけた評価、学力差、実施時間、教員歴、研究業績、クラス・サイズな

どに基づいて検証しているが、いずれも予想される疑問や懸念を払拭する結果を

示している。　（民主教育協会誌『現代の高等教育一授業計画と授業評価一』、1

992年2月号、56－62頁）その他の実施大学でも同様な結果報告が多数提
出されている。

　ここで、再度くり返すまでもなく、今回の一連の大学改革が必然化してきた原

点に立ち返るとき、授業こそ大学の機能の中で最も重要な要素であり、この変革

に今こそ真正面から大学教員が取り組むという姿勢を強調せねばならない。これ

までは大学教員が強い「研究志向」意識の下で、ややもすると「授業」に対して

無関心であったり、閉鎖的であったりしてきたことも否定できないであろう。こ

の「授業評価」が、大学授業の活性化にとって有効であるかどうかは、それを利

用する教員の意識とも関わりが大きいわけで、これに対する否定や批判の立場か

らも論議を深めながら、より授業改善に貢献できうる「評価アンケート」の作成

をなさねばならない。全教員がなんらかの形で、　「公的」に授業に対する学生の

意見を知り、それを生かしていくシステムは授業の活性化のために不可欠なので

ある。

　本学では、93年12月に「授業評価アンケート」を実施し、94年3月にそ

れに関わる調査を行った。　（配布123通、有効回収48通）この授業評価の実

施者は、13◎人で全体対象者の3割であった。今回は、授業評価のデータは公

表しないことになっているので、ここでは、この実施後の調査とこの調査に基づ

いて改訂した「授業評価アンケート」用紙に対する各学部の意見を集約して報告
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というよりも、むしろ「評樋j に対する疑問や懸念が強いといえるのではないかO

この実施に 10年ほどの実績をもっ東海大学の綿密な讃査結果によると、大学教
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出されている O

ここで、再度くり返すまでもなく、今回の一連の大学改革が必然化してきた原

点に立ち返るとき、授業こそ大学の機能の中で最も重要な婆素であり、この変革

に今こそ真正面から大学教員が取ち組むという姿勢を強調せねばならない O これ

までは大学教員が強い f研究率向 J意識の下で、ややもすると「授業Jに対して

無関心であったり、隣接的であったりしてきたことも否定できないであろう O こ

の「授業評価Jが、大学授業の活性化にとって有効であるかどうかは、それを利

用する教員の意識とも関わりが大きいわけで、これに対する否定や批判の立場か

らも論議を深めながら、より授業改善に貢献できうる「評価アンケ-ト」の作成
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いて改訂した「授業評錨アンケート J用紙に対する各学部の意見を集約して報告
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することによって、この「授業評価」に対する教員の反応をみてみたい。

　まず、授業評価の実施後の調査によると、今回の「授業評価アンケート」がど

のくらい役にたったか、という質問に「役にたった」と回答した教員が81％、

「どちらとも言えない」が9％、　「あまり役にたたなかった」が10％で、　「ま

ったく役にたたなかった」は1名だった。役にたたなかったと回答した教員も、

アンケートを実施することへの反対ではなく、その項目内容に対する批判であり、

この改善をのぞんでの否定的回答であったことに留意したい。その肯定的回答を

あげると、自分の授業の欠点がわかった（16名）、学生の理解度がわかった

（7名）自分の人間性が学生にどう受けとめられているかがわかった（3名）な

ど、さらに副教材・プリントの必要性、学生のニーズ、よい授業への励みなどが

指摘されている。なかには「授業には相手がいることを再認識した」という教員

もいた。この調査ではこの他にも改善点、実施時期・方法、質問項目、統計処理、

データの公表、継続利用の希望などについて質問しているが、ここではデータの

公表についてのみ報告したい。本学での一番の問題点は、この「授業評価」の結

果を公表するかどうかであった。もちろん、個人の結果は公表しないのだが、全

体の集計結果、例えば各項目や総合評価の平均点などに対しても「公表した方が

よい」と回答した教員が16名、　「公表しない方がよい」と回答した教員が16

名、　「どちらでもよい」が14名とほぼ均等であった。

　一方、　「授業評価アンケート」の改訂版について、各学部の意見を求めたとこ

ろ、以下のように大きく4つの点が指摘された。

　①評価アンケートは個人情報を含むものであり、これが教員の管理に不当に利

　　用されることがないように、データの取扱いは慎重を期すように要望する。

　②人間性（信頼、正義、公平）の項目については、教員個人の尊厳に係わる設

　　問であり、また多分に回答者の主観に左右されるので疑問である。

　③「授業評価」を全員参加の方向で進めるのは反対。このアンケートを教員サ

　　ービスと判断する人が参加すればよいのではないか。

　④「授業評価」は、学生が教員の授業に対してどのような思いを抱いているの

　　かを知る手段の一つとして有効であり、彼らの評価を今後の授業に生かした

　　い◎

　⑤全員にアンケート実施を義務付け、その結果を勤務評定に加えることも考え

　　るべきで、学生の評価があまりにも低い教員には勧告をだし、授業について

　　考え直してもらうことも必要ではないか。

　全体としては、　「授業評価アンケート」の質問項目に多少問題があったとして

も、回を重ねる間に改善すればよく、とにかく実施することが先決という意見に

総括できるが、データの秘密保持、勤務評定への危機感、評価の妥当性の問題な
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どの指摘も根強い。それと同時に、大きな問題点は、　「授業」のそのものに全く

無関心であったり、授業への評価や改善に批判的な見解をもつことにある。こう

した意見や見解に対しては、以下のように「授業」に対する基本的認識の論議を

さらに深めていく必要があるといえよう。

　5．　「授業」に対する基本的認識の問題

　授業の3要素は、教員、学生、これを媒介とする教材をいうのであるが、大事

なことはこの基本的要素が相互にうまく組み合って展開されることによって、よ

い授業が創造されるということである。ややもすると大学の授業は、教員側の一

方的な論理の主張にとどまってしまい、学生側の論理を無視した画一的かっ固定

的なものとなりがちである。今、問われていることは、学生を学習の主体へと自

己転換させねばならないという認識にほかならない。すなわち、教員の一人ひと

りが、　「研究者」としての意識と同等に、専門職としての「教師」という自覚を

もち、よりよい「授業」を創造していくことにある。そのためにも、以下の3点

は、　「授業」に対する基本的認識の確認という文脈において重要であり、そのこ

とがまた「授業評価」への共通理解を深めることにもなるのである。

　（1）　「授業」の主体者は学生である。

　「授業」を学生と教員との知的相互作用と解すれば、　「授業」は学生の活動を

中心に構成しなければならない。これまでの大学の授業は、学生の自主性や自立

性を重んじる反面、学生の実態をあまりにも考慮せずに、教員の一方通行的な講

義方式が一般的となり、多くの場合に学生の要求をほとんど無視してきたといえ

よう。今日の大学授業における「私語」の問題は、極めて深刻であるが、これも

単に学生の自覚なさを非難するだけでなく、如何に学生の興味、関心、意欲を引

き出す授業を創造・工夫していくかが問われていると解していくべきである。学

生をFクライエント」や「消費者」とみる考えもあるが、肝心なことは学生の授

業に対する希望や意見を知り、それを授業に反映させていく「公的」なシステム

が不可欠ということであろう。この基底には、学生を授業の主体者に位置づける

ことが、教育者の論理であるという考えが存在している。

　（2）　「授業」は大学の「公的」なシステムの一部である。

　授業の改善・工：夫は、一一人ひとりの教員の絶えざる自主的な努力に委ねられる

べき側面が多いが、既述したように個人を越えて論じていかねばならない側面も

少なくはない。授業は、教員と学生がともに創造していく側面とそれを大学・学

部が組織的に支援していく側面とがあることを考えるだけでも、教員の所有物で

なく、大学の公的なシステムの一部であり、公に開かれていなければならないの

である。この観点に立つと、学生による授業評価も大事な授業改善の一つとして
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みなしていく必要が出てくる。確かに、各教員は定期テスト、各種のアンケート

やコメント表、さらには学生の授業態度などで、授業改善の諸資料を得ることも

できるが、　「公的」に位置づけられた評価システムが導入されることによって、

授業への強い自覚や責任も生じるのではないだろうか。オフィスアワーの設定も、

各教員が同様なことを日常的に行っているから不必要であるという発想ではなく

て、これもきちんとr公的」に位置づけていく意義も大きいということである。

　（3＞　「授業」の評価は必要である。

　現実には、　「授業」に対する同僚評価はまだ大学では一部の試み程度である。

高校以下の学校段階では、授業参観や研究授業が行われ、授業が多くの場合に

「公」となる機会があるが、大学の場合はまったくそれがないといってよい。そ

れだけに、授業に対して意見を述べられるのは学生のみである。いうまでもなく、

「授業」が「公的知識」の伝達にあるという本質論からすれば、そのねらい（目

標）がどう達成されたかを評価する機会は定期考査のみでは不十分である。とり

わけ、今日のように「授業計画（シラバス）」が一般化した段階では、それとの

関連で学生による「授業評価」をワンセットとしてとらえていくことによって、

授業効果も高まるという認識は不可欠ではないだろうか。もちろん、この場合、

学生による「授業評価」は、教員のランク付けではなく、教員の自己研鐙が目的

であり、教員の「研究者」と「教育者」とのバランス感覚によって支持されうる

ものである。

　6．おわりに一さらなる改革に向けて一

　ここで問題とした「授業評価」を大学改革の文脈において、自己評価・教員評

ent）の重要な一つとしてみるかによって、その意義づけも違ってくるし、正

教員のこれに対する意識も違ってくる。今後は、教員評価ないしは勤務評定とし

て、研究業績と同様に、この「授業評価」が教育業績の主要な一つとなる可能性

もある。本学の場合は、あくまでも学生による授業評価は、サービスの一環とし

て、つまり教員の授業改善資料として、また教育・授業に対する教員の責任の自

覚を促す手段として位置づけている。それだけに、　「授業評

価」は「授業計画表（シラバス）」や「オフィスアワー」との関連が重要な意味

をもっており、この3者の有効な働きによって、よりよい授業の創造、活性化を

目指している。

　今後は、この「授業評価」を大学のヂ公的」な授業改善の一つとして、全教員

が利用していくための共通理解を深めていくことが課題である。この全面実施へ

の論議によっても、教員の授業に対する意識が高まっていくことは間違いないが、
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この「授業評価」が単なる大学改革や自己評価・点検の一時的な「儀式」に終わ

ることだけは避けなければならない。そのためにも、また大学教員の授業に関わ

る「研究」や「経験」が蓄積されていくためにも、改革の第2段階として各大学

に教員の教授能力の向上・開発を目的とした「：FDセンター」に類する施設が設

置されることを期待したい。
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O 統一テーマにもとづく討論報告

〔産長) 九州大学教授 森俊洋

初日の統一テーマ(r改革の中の一般教育J…カリキュラムと実施体制一)に
く三つの研究発表並びにそれぞれについての熱心な質疑応答を踏まえて総括討

論に入った O 座長は当初、 ( 1 )いわゆる「教宵の自己点検・評価Jの具体的方

策のーっとしてこの 2、 3年にわかに取り沙太されだしたシラパス(授業計画)

とアンケート〈授業評錨〉について、 ( 2 )教養部解体の流れをうけての一般教

の実撞;こ採る全学協力体事jのJうち方について、の JI麗でご討議をお騒いした G し

かしながら、議論は、各大学が焦震の急として取組み始めた(1 )の問題に集中

し、 ( 2 )については事態の重要性にもかかわらず時間切れの結果となってしま

った O この場をかりで肱長の不手際を深くお詫びしたい O

シラパスおよびアンケ…トについては、多数の参会者の関心の高さに加えて、

統一テーマ研究発表においても人文・社会科学部会発表においても具体的な資料

が豊富に呈示されたこともあって、実に活発な意見の交換が見られた O 以下、富

条約に主たる論点、意見そご紹介させていただく O

1 )シラパスの意義:従来の教師それぞれの浴、意的な「講義概要 j とは異なって、

講に際してのしかるべき指針を与えるものであらねばならないが、同時にシラ

パスによって教師自らが学生のための授業であることを改めて認識し、授業の工

に役立てうるという教育の自己点検の一環としての意義、また、例らかの仕方

でのシラパスの公表によって社会へのアピールとしての意義も持たねばならない O

2 )シラパスの内容形式、項目、記述様式等:シラパスが一人歩きして授業を誇

ることになってはいけない o f?!Jえば、厳格なタイムテーブんを伴った鶴一的な授

計画がかえって授業の活性化を妨げる結果になるかもしれない O コア、一般選

択、ゼミ、総合、外国語、保険体育等、それぞれの科目に応じて、おのずと記述

内容も様式も異なってくるべきである O 同一科目担当者会議による講義の大枠を

す共通シラパスと担当者各人による個別シラパスの区別ならびに両者の関連、

科目によって講義内容を重視すべきかそれとも学習到達度を重視すべきかによる

述様式の違い等、勘案すべきカザキュラム事靖はさまざまであろう O

3 )学生への配布方法、学生の利用状況:シラパスのタイプによって舵存の仕方

も変わってくる O ものによってはクラスの学生だけで十分であろう O 全学生に電

帳のような全科目シラパスを配布しても、はたしてどれだけの学生が真面目に

むか大いに疑問である O

4 )学内外への公表:授業の改善、 FacultyDevelopment等、自他による点検・
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4 )学内外への公表:授業の改善、 FacultyDevelopment等、自他による点検・
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評{語む一環としてのアピールは必要なことではある O しかしながら、シラパスの

公表が教師の勤務評定につながってはいけないので、この点は大学当局によって

保証されねばならない O

学生による授業評価としてのアンケートについては、

1 )アンケートの本来の B的が、授業は学生の理解力の実態にあっているか、学

生はそれぞれの科目が目指している趣旨にしかるべき興味関心を示しているか、

教師の自己満足に陥っていないか等を知るための、教師と学生とのコミュニケー

ションの方策であること、さらにはその評倍結果をシラパスに生かすことによっ

て授業改善に役立てる、といったことにあるのは明らかである O しかし、問題点

は多々指摘される O

2 )設問項呂〈内容)一般教養のジャンル}Jgと額々の授業についてむ二種類の

アンケートを実施してはどうかO 教室の環境についてはともかく、教師の人間性

についてまで質問するのはどうか。あくまでも授業の目的や内容についての評価

を求めるべきではないかO

3 )解答方法:記名か無記名か O すべての設問に対して画一的な 5段階評価の解

答でよいか O 個別的な意見を書かせるかどうか O

4 )データの公開性:学生へのフィードバックの必要性。教師個人にとどめるべ

きか、学内;こも公隠すべきか G 勤務評定の絡好の材料になる危検性がきわめて高

いO そもそも学生の評価がそのまま教育の自己点検・評価の規準となりうるのか O

シラパスについては不喪論は出なかったが、アンケ…トについてはかなりの否定

的な意見がみられた O アンケートの実施よりは教締相互による授業参観の方がベ

ターではないか、といった意見もあった O シラパスにせよアンケートにせよ、こ

こ当分の聞は、その適正な実施方法の模索が各大学の一般教育担当者の頭痛の種

となるのは間違いないところである。しかしながら、個人的には、両者共に、何

度かの試行錯誤を繰り返せば、各大学の一般教脊の機講にマッチしたものが自ず

と結果してくるのではないかと思われる O 楽観的にすぎるとお叱りをうけるであ

ろうか O
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《研究発表》 「職業能力開発法制」考

福岡工業大学 斎藤　将

目次 はじめに

□　職業能力開発と社会教育

　　　　企業教育訓練は社会教育である

［コ　（略）

□　生涯職業能力開発の法理

　　　　一その憲法的根拠について一

総論

各論　　　a　憲法27条

　　　　b　憲法26条

　　はじめに

　第二次大戦後50年、国際的に世界第2位の経済大国となったわが国の成長は

明治期以来の政府先導による「追いつき型近代化」策に添った企業中心の集団主

義的な学習活力に由来すると考えられるが、学ぶモデル無き今後は個人創造的活

力を加える必要があるとともに、労働者一般の能力開発、その技術水準の向上

（底上げ）が一大課題といえる。集団的活力と個人的活力の適切な統合、創造的

集団形成の中での個別能力開発のあり方が重視されるべき段階に入ったと言えよ
う。

　職業能力開発は、今や、従来の「勘」「コツ」に頼り体・腕で習い覚える職業

訓練パラダイムを越えて、　「　一一定の知識」・「頭の訓練」を要する技術へ、さら

に科学へと連動し融合するいわば科学・技術・技能三位一体の能力開発が、労働

者の職業生涯を通じて段階的かつ体系的に形成されなければならなくなったので

ある。

　その対応には個別労働者の未来を切り拓くfより良い職業生涯の確保」に向け

て、いわば雇用体型と教育体系を統合する視野をふまえた積極的取り組みが必要

であり、そのために若年期から職業生涯を見通す内発的生涯職業能力開発が規範

的に要求されなければならぬと考えられる。

［〕　職業能力開発と社会教育

　　　　　　　　一企業内教育訓練（企業内教育〉は社会教育である一

　職業教育訓練は、人の生涯的視点からいえば、通常、学校教育一普通教育・職
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業教育一の基礎の上にその後の継続教育として成立する。職業教育訓練をこのよ

うに生涯にわたる教育の捉えれば、生涯教育の中で重要な位置を占める社会教育

とどのように関連するのか問題となろう。

　わが国の社会教育について教育基本法7条は「家庭教育及び勤労の場所その他

社会において行われる教育は、国及び地方公共団体によって奨励されなければな

らない」と規定し、国・自治体に社会教育問題について積極的な奨励策を講ずべ

き義務を課している。ここにいう「勤労の場所における教育」は、もとよりく学

校教育での職業教育（狭義）〉を含まず、公共・民間を含むすべての事業体にお

ける職業能力の開発、つまり技術教育、一般教養教育をはじめ技能の訓練＝職業

訓練を含むものである。このことは教育基本法第7条をベースに成立した社会基

本法が、その2条で社会教育を「学校の教育課程として行われえる組織的教育活

動（体育及びレクレーションの活動を含む。）をいう」と定義している点からも

明白であろう。

　ただここで留意すべきは、教育基本法7条規定の国・自治体によってく奨励さ

れるべき勤労の場所における教育〉は教育基本法が、個人の尊厳の確立を出発点

とし、平和と民主主義に立脚した日本人の形成（全文）と、人格の完成（第1条）

を教育の目標として掲げ、かつ人権確立の教育観をふまえての学校教育・社会教

育の制度改革を宣していることから、まぎれもなく「職場における」国民・市民

・職業人としての「人格の完成」を国および自治体が奨励すべきものとしている

のであって、松林教授も指摘するように、日経連のいう「企業が、企業のために、

企業の手で行う教育」としての企業内教育（＝企業教育訓練）を奨励すべきもの

としているのではないと解される点である。

　だが、この故に同教授の〈企業内教育は社会教育に属しない〉とする所論には

賛同できない。松林説は概要、　「利潤追求を行う企業（各省庁を含む）が主体と

なって行う教育は、労働者を技術的にも人間的にも片輪にする…　　j　F企業内

教育に教育法を適用する考えは…　　廃止しなければならない企業内教育の存続

延命を正当する危険がある」と強調している。私はこの主張にはく企業内教育が

社会教育に属するかどうか〉という原理論と〈企業内教育はいかにあるべきか〉

という政策論の混乱があると考える。

　学校教育においても最近、受験本位・個性無視のいわゆる偏差値教育が横行し、

いじめや校内暴力や登校拒否等の諸悪を生んでおり、明らかに教育基本法の趣旨

に反するが、その故に偏差値教育本位の学校教育は学校教育にあらずとは言えな

いのと同様、利潤本意になるからといって企業内教育を直ちに社会教育にあらず

と断定することはできないからである。

　したがって問題は、企業内教育が社会教育に属するかどうかにあるのではなく、
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利潤本意に堕し易い企業内教育を資本主義社会の公器としての企業本来の社会教

育の目的にそうよう、いかに正していくべきかにある。同7条の「奨励されなけ

ればならない」は企業内教育が利潤本意に出なく「社会教育の目的＝人格の完成

に向けて、奨励されなければならない」と読むべきであろう。

　そもそも教育基本法7条にいう社会教育概念は、教育を学校教育と社会教育に

二分野る立場から、家庭教育はもとより企業内教育も公共職業訓練もあるいは労

働組合教育や青年学級教育なども包括する広範な概念として規定されている点を

看過してはならない。

　注意すべきは社会教育学が、それぞれの社会環境に即して、自然・無意識の中

にも意識的にも行われることから、教育基本法で、国・自治体は、その無意識的

な教育を善導助成するとともに、意識的教育に対して特に明確に助成の方法を講

ずべきものとした点である。

　つまり、社会教育は教育基本法上、広く無意識的（非組織的）教育（inforreal

で釦轟cti◎Ralな教育）と意識的（組織的）教育の双方をその対象とするという概

念として捉えているのであり、このinfor組al　educati◎Rの領域は、実定法では捉

ええない為、国民に自由かつ自然な無意識的学習領域ということになり、教育の

本質論から一般に主流的社会教育とされているのである。

　一方、支流的社会教育たるf◎rmal　educati◎Rは、社会教育法門2条にいう「学

校教育をのぞく組織的教育」であるから、国民の自由かつ自主的に取り組むべき

実定法上の〈私教育領域・公教育領域としての社会教育〉一さしづめ家庭教育・

企業内教育・労働組合教育等は私教育としての社会教育、図書館・博物館・公民

館教育等は公教育としての社会教育一と考えられるわけである。

　蛇足ながら、公教育については異論もあるが、公教育の特質は「社会の全体に

開かれた教育」ということであり、したがって教育施設設置者の公私にかかわり

なく、その内容が社会存立に不可欠とされる知識を社会全員に向けて、等しく提

供する教育を考える。この意味で特定目的の特定人のためにする「公務員教育」

f自衛隊教育」まして企業内教育は公教育に該当しない。

　周知の通り、生涯学習は本来、学校教育への「過度の依存」・「過大評価」を

矯正する構想に発し、　「時代の要請」に応える社会教育を推進する中で学びたい

時に学べる社会的条件を整備していくことにそのねらいがある。

　〈私教育としての社会教育〉たる企業内教育はこの生涯教育の一環として社会

教育の中心に位置付けられる必要があり、産業社会における全人的人間形成とし

て確立されなければなるまい。企業リストらの核心もここにあるべきかと思う。

□　生涯職業能力開発の法理
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　　　　　　　　　　　　一生涯職業訓練から生涯職業能力開発へ一

総論

　まず、我が国労働者に「職業生涯にわたる能力開発」が必要である理由を要約

すれば、近年における急激な社会経済情勢の変化が、労働者に要求される職業能

力に重大な変化をもたらした点に収敏できる。

　その変化の第一一。ME化・情報化については、いわゆるFA化、　OA化に即応する職

業能力の開発

　その変化の第二の高齢化社会の進展では、特に専門職能力の修得。

　第三のサービス経済化では、教育、情報、余暇関連の高度なサービス開発のた

めの能力開発。

　第四の国際化では、労働者の国際的人格・国際的職業能力の形成が、それぞれ

求められることとなったわけである。

　重要なことは、職業能力が基礎的なものから幅広く高度なものに向けての開発

へ、しかもそれが若年者のみならず広く中高年者にも必要となった点である。

昭和60年の職業訓練法改正はこれらの社会的経済的要求に応えようとしたもの

であるが、まず法理上の問題点は、このように肝要な職業能力出発を誰が担うの

か、労働者自身かそれとも使用者（国・公共団体等を含む）か、にある。

　いったい能力開発は、学力の開発であれ職業の開発であれ、本来開発される能

力の保有者である労働者本人の問題であることは自明に属する。それが天分・才

能・意欲等、本人の素質に根ざし、固有の内部領域に関わる問題であって見れば、

労働者が一身専属的に担うもべきものであることを多言を要しない。そこでは、

労働者の能力開発について使用者はなんらの権利・義務・責任も持つべきではな

い。したがって、使用者が一定の職種について一定の職業能力の保有を労働者に

要求した場合、労働者がこれに応えきれなければ、使用者の該労働者に対する配

点・出向あるいは解雇が許容されて良いことになろう。西欧先進諸国では、ほぼ

このような社会慣行が現に形成されている。

　しかし、わが国では周知の通り、終身雇用・年功序列・企業内労働組合（いわ

ゆる三種の神器、　「三種の神器」論は、中枢となる「終身雇用」の対象が全労働

者の3分の1強に当たる成年男子（本工）に限られている点から、必ずしも明確

に日本的労務管理を象徴するものとは言えないとする異論もあるが、一般的に肯

定されていると言えよう）の慣行に労働市場の閉鎖性を加えて、社会教育も不全

の状況下に、使用者による、使用者のための教育訓練が慣行化されてきたと言え

る。
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　判例もかかる一般状況を勘案して、職業能力開発は労働力を買い入れた使用者

の権限としている。代表的なものとして日記東京工場事件東京地裁判決（昭31

・7・21がある。

　だが一一方、広汎な技術革命の進展に伴う知的労働の必要の増大から、最近では

派遣労働の一般化、自宅勤務拡張の中で職業能力形成を労働者自らが担うという

兆候もある点を看過すべきではない。

　ともあれここで法的に再確認されるべきは、一般に、使用者が労働者との合意

（黙示の同意を含む）を根拠に、一定の教育訓練の受講を命じ当該労働者がこれ

に従う場合、労働者はもとより能力開発を請負うものではない（労働者は能力開

発の過程にはいることは義務付けられても能力そのものの開発（成果〉を義務付

けられるわけではない点から、おおよそ能力開発という営為は開発されるべき能

力保有者の義務ではなく権利であるということである。この点、職業能力開発促

進法が労働者の自発的努力を尊重するとしているのは理の当然であり、関係者の

責務として、事業主がその「援助につとめなくてはならない」とし、その自主的

努力をさらに国・都道府県が援助すべきものと規定する（4条の2＞点も当然と

言える。

　問題は、労働者の本来享有すべき能力開発上の権利の保障の欠如から、職業訓

練の対象・内容、各種手当、有給教育訓練休暇、無料公共職業訓練の範囲のく職

業能力開発を支える諸条件〉が低水準に抑えられるれおそれが存する点にある。

この問題の打開に資する労働者のく生涯職業能力開発の法理構成こそ次の各論の

問題と言えよう。

　各論

　生涯職業能力開発の法理は実は基本的視点と法的視点の二つがあり、基本的視

点はユネスコ・ILOの主張に見る「人間の尊厳」理念と「労働の人間化」原理の把

握にあるがここでは省略し、法的視点、特に立法論敵立場から憲法的根拠につい

て限って考える。

　法的視点

　いったい「生涯職業能力開発」は、労働者の職業能力の生涯的開発向上という

労働者としての成長にかかわる「労働理念」である。労働力の成長が、労働生活

実践の中で、仕事に対し、使用者に対して、その相互関係を調和改善していく力

を体得する意であってみれば、労働者わけても求職者（在職者出たに職を求める

ものも含む）の職業能力開発は、教育を受けることと一体をなすものとして、前

述のように権利として、把握されなければならない。
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　その法的根拠は、憲法に即していえば、13条における「人間の尊厳性の基本

権」及び「人格の自由なる発展上の基本権」の保障を前提に、そのいわば総則的

規定から派生した各論的基本権としての25条生存権、さらにこれをふまえた2

7条労働権、26条教育を受ける権利の重層的複合保障にあると解されるのであ
る。

　a　憲法27条　労働権の保障

　人が通常、何らかの職業に就いて生活するものたる限りで、そこに人権として

の「職業に関わる権利」ないし職業生活権の保障がなければならない。

　このような職業に関する権利について憲法はまず、いかなる職業を選択しても

良いという職業＝選択の自由＝22条と、強制労働からの自由＝18条（両者を併

せて労働の自由）を保障している。

　ここで問題の職業選択の自由について判例・学説の通説は、営業の自由を保障

したものと解し、前近代的な身分的土地拘束とからの自由と説くが、この解釈で

は、営業の目的が取引活動の自由と一体的であることから、その労働の自由保障

は、制度的（公序）保障にとどまらざるをえず、わが国憲法が資本主義の高度化

に伴って生ずる社会的・経済的弱者の積極的保護を目ざす趣旨と明らかに矛盾す

る。

　「職業」が個々人の生計維持のための日常的活動を通して、その人格の進展を

はかる主要な仕事であって見れば、職業選択の自由は、労働者にとっても人間と

して生きるための生活手段として、政策的制約を受けても基本的に国家からの自

由を前提とする人権として捉えられなければならず、したがってここでの人権保

障は個人の仕事の「選択」及び「遂行jにつき原則てきに公権力からの制約を受

けない人権保障として、自己が主体的に営む職業を選択する自由のみならず。自

己が雇われる職業を選択する自由を含むと解すべきであろう。

　だが労働力を唯一の資とし、その処分権を有するにすぎない無産市民が「雇わ

れる職業」を選択する自由を現実に意味あるものとして享受するためには、別に

労働権の保障を要する。つまり、経済的弱者が就業して生存権を現実に担保にす

るためには、1。労働力の買い手（：使用者）の確保を保障されること、2．人間

らしい生活を維持するに足る労働条件を保障されること、の二側面の保障が必要

である。

　しかも労働権を保障する義務の担い手が国であるからには、責任主体である国

に対して、①求職者は雇用の機会を確保すること（未就業状態における労働権の

保障）、②在職者は雇用上の人たるに値する労働条件を確保すること（就業状態

における労働権の保障〉のそれぞれを、理念的には権利として要求でき、国は義
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務としてこれに応えなければならぬはずのものである。とすれば問題は、資本主

義体制のもとにおいて、この労働権保障により課せられた国の責務の度合いをど

う把握するかにある。

　原則的にいえば、労働保障に内在する「未就業状態における労働権保障」の側

面については、資本主義体制が本質的に、労働の意志・能力あるくすべての労働

者に就業の機会を保障する〉という完全雇用の理念を容れるものでなく、労働者

に対して国がその完全雇用を具現する法的責任を負う基盤ははじめから存在せず、

あるとしても努力義務にとどまる。したがって憲法による労働権の付与は、労働

の意志・能力を有しながら私企業に就業しえない労働者に就業機会を保障すると

いう限定労働保障にとどまらざるをえない。

　つまるところ、資本主義体制下の失業状態の中で労働保障を論ずるとすれば、

該労働者は国に対して、一般的に失業状態を解消する政策的努力及び就業への具

体的施策と、失業中の生活保障を要求できるとする解釈を出ることができず、そ

れが国の努力義務にとどまる意味で憲法27条1項のプログラム制はまぬがれな

いといえよう。憲法27条1項の存在自体から直ちに未就業労働者が対国家的な

雇用保障請求権ともいうべき具体的権利を主張できるわけではなく、国の政策的

努力義務の履行としての雇用保障立法を通じ、その法理規定の要件に基づいての

み主張できると解するべきである。一憲法27条を受ける職業安定法1条は「各

人にその有する能力に適当な職業に就く機会を与える」と謳い職業選択を保障す

る。適職選択に必要な「労働能力」は教育訓練により開発強化されるから、求職

者の公共職業訓練受講は労働権保障の一内容でなければなるまい。求職者はこの

ように雇用保障立法に依拠し、職業紹介・失業保険・公共職業訓練等就業システ

ムを利用して適性雇用を求めうると解するべきである一。

　次に、　「就業状態における労働保障」の側面については、通常、労働者保護の

ための最低労働条件の統一的規定により、人に値する生活保障を期すべきものと

されるが、憲法における労働保障の趣旨が「人間の尊厳」に値する労働の権利を

保障するにあるとする視点から、　「就業状態における労働権」概念は、人に値す

る労働条件の附与のみにとどまらず、　「人間らしい労働の持続」という積極的意

義が認められなければならぬ。

　労働権には、もともと国家の不介入でなく積極的介入による保障が要求されて

いるであり、その積極的介入が「人間の尊厳j理念・「労働の人間化」原理に即

した人間らしい生存・労働の持続の確保を前提とずることを法的に要請される以

上、当然と言えよう。

　こうして憲法27条保障は、労働の自由（職業選択の自由を含む）をふまえた

生存権的基本権保障の支柱としてや、積極的介入により、具体的法規を通して求
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職者に対してはいわゆる雇用保障（1項）を特に在職者に対しては労働条件基準

保障（2項）を謳うものであり、その具体的内容として、前者については受講者

の自発性によるべく就業に必要な教育訓練の受講保障を含み、後者については有

給教育訓練休暇等の保障を含む「就業持続に必要な教育訓練」受講を保障するも

のと解されなければならない。

b　教育を受ける権利の保障一憲法26条一

　近代以降、労働者は自らの労働力を自己の人格から切り放し、商品として処分

しうる主体（賃金労働者）＝法的人格者として使用者に対向してきた。このよう

な「労働の商品化」は、労働力を人格から切り離しえない限りでは、人間の商品

化にほかならず、ひいては人間の奴隷化を意味する。

　この場合、人間の奴隷化が成立しえないことを証するためには、＜労働者は全

人格をあげて使用者に従属するわけではなく、一定の種類の労働を一定の条件い

うで提供するにすぎない〉という論理の表明を要する。労働力を人格から切り放

し商品として売り、何時でも解除しうるという論理をおいて他に、労働者が対使

用者関係において人格を確保する道はないといえるからである。

　しかし、技術革新・経済のソフト化に伴う頭脳労働の拡張面では、労働時間は

労働者にとっての労働力売渡しの単なる形式にすぎなくなり、　「時間決めで売る」

という論理になじまなくなるから、本質的に重要な点は労働者から「何時でも解

約」できるという論理に帰着せざるをえない。ここでは、労働者が現実には解約

できない以上、奴隷的拘束につながるとも思えようが、実は頭脳労働自体が、本

質的に労働者本人の自立性・自発性に基づく関係から、奴隷労働とは無縁と言え

る。

　かぐして労働者は、漸次、頭脳労働に携わる中で、一般に本来商品でない労働

力を商品として一定の労働条件で売ることによって、人格をなお確保し続けるが

故に、一方において、自己の成長に必要な能力開発を担う権利の主体たりうるわ

けである。

　憲法26条の「教育を受ける権利」は文字どおりの受動的・客観的権利でなく、

能力開発が本来的に自立性・自発性を前提とする点から、未来を拓く自身の発達

権・学習権として人格を形成しつづける能動的・受動的権利として理解すべきも

のである。この意味では、幸福追求を目指す人間的生存の基盤を支える権利に他

ならず、人間的生存に不可欠なもの、つまり職業能力を形成し、開発し、向上し

ていく権利を包括する権利として認識されなければならない。

　とすれば、求職者は適職選択を、在職者は向上移動を実現するため、必要な技

術技能の教育訓練を受ける権利を憲法上享有するものと介さなければならず、こ
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のような権利のみを享受するためには、　「技術の進展」に即した、適切な教育訓

練の施設・設備・指導を国に要求できなければならない。かくて憲法26条権は、

本質的に労働者を対象とする人権として、まさに社会権に他ならず、労働者が

「疎外された労働」から人間性を取り戻すために不可欠の要件であり、単に「子

どもの学習権」　「教育の機会均等」あるいは「文化的側面」　（通説）に限定して

捉えるべきでなく、13条幸福追求権・23条学問の自由・25条の社会的生存

権の保障を踏まえ、労働権（27条）、労働基本権（28条）の前提となる基本

的人権として、広く「労働者の未来への生存権」解釈を本義として把握すべきも

のと考えられる。

　こうして、憲法26条は、職業能力開発促進法が生涯職業能力開発を理念とし

て掲げる限りで、その法的根拠として欠かせないこと疑を容れず、しかも下級審

ながら、　「経済的弱者たる労働者については、教育諸条件の整備を国家に対して

要求できる社会的基本権に高められている」　（私立校学費返還請求事件、大阪地

裁判決昭55・5・14）との判示からも、いわゆるプログラム規定でなく、

「法的権利」と解すべきものであり、総じてそれは「よりよい市民（労働）生活」

を目指す人間的生存権そのものの保障として、一般的ながら積極的に能力開発の

権利を保障するものと言える。

　27条のみに依拠する職業能力開発は、労働力の価値増殖として労働権の具体

化に資するものとされ、狭く捉えられ易く、したがって、　「勘」　「コツ」に頼る技

能修得を中心としたがっての職業訓練施設　一暗いイメージー　に後退する恐れ

を禁じ得ない。

　生涯にわたる教育訓練受講権の憲法的根拠は、27条・26条の複合、しかも

13条・25条をふまえる重層構造において把握されなければならないのである

　具体化していえば、求職者にとって問題である公共職業訓練受講権は、27条

1項と26条の複合構造に根拠を有し、在職者にとって問題の企業教育訓練の要

求は、27条2項と26条の複合を中心に理論構成されるべきである。

　だが27条と26条の複合といっても、そのどちらに比重を置くのかの問題が

残る。従前の職業訓練パラダイムでは27条を中心に捉えるべきであったとして

も、労働者の職業能力開発が促進されるべき今後は26条中心に考えていく必要

があろう。労働者の職業教育訓練受講保障こそが「国民の生涯教育権」の確立と

いう全国民的課題の中心に据えられるべきだからである。

　結論的に、以上の26条を中心に据える構成によってはじめて労働者は自己の

能力開発を請負うものではないにも拘らず、これを越えて未来への発展を志向す

る自己の能力開発に励むべきヂ規範いる方向づけ」を得られるものと考える次第

である。
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《研究発表》 シラバスの類型と工夫創案

九州女子大学教授 大庭茂美

　は　じ　め　に

　大学審議会から1991（平成3）年2月に出された答申に端を発した大学教育の

改革のゴー・サインの下で考えるとき、教育サービスの質的向上の観点からも大

学氷河期のサバイバルのそれからも『シラバス（授業計画）』の作成と公開は、

カリキュラム（教育課程）を実効あるものにする最も重要な鍵の案件である。大

学の最も重要な両輪駆動機能の「教育と研究」で、学生消費者に提供される商品

としての授業における“契約のシンボル”としてのカタログ役を果たす意味で、

『シラバス』の備え持つ質と量が学生消費者から問われる。授業の内容見本や総

合カタログとしての『シラバス』に、学生からも教員からも、一層熱い注目の眼

差しが注がれるであろう。

　全国各地の大学で学生による授業評価の実践が徐々に活発さを増しつつある報

告を頻りに耳にするが、それにも増して体系性や有効性や満足度及び理解度をユ

ーザー学生に保証する授業のメニューは、詰まるところが『シラバス』になる。

効果的で学生の理解度が高い、別言すればアカデミックな満足度の高い授業水準

の証しの一一つは取りも直さずここで話題にするrシラバス』である。本論では、

学生達に適切なより効果的な『シラバス』を開発して提供するための基礎的な調

査研究の一端を『現状と課題』として報告する。同時に、今後の『シラバス』の

機能上の広がりについて考察を加えてみる。

　高等教育に関する国内の研究文献にはいろいろなものがあるが、ここでは学会

誌、民主教育協会誌の『現代の高等教育』、文部省高等教育局学生課編の『大学

と学生』等を基本資料として事例を検証して、分析一覧表を作成したので報告す

る。　　　　　　　　　　　　　　　　．

　◎原一雄氏（現亜細亜大学，生理神経心理学者）による事例一…　ICU（国際

基督教大学）在任中の実績を踏まえた「シラバス』形式（1992，1994）を箇条書き

して整理すると、以下のようになっている。

　1．大きさ：A5版2頁，：増頁可

　2．記載文字：日本語と英語

　3．　「表題」欄1コース番号，授業科目名，単位数，担当者名，授業時間と曜

　　　日
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4
F
◎

ρ
0
7
景

「目的」欄：授業の目標と範囲

r内容j欄：講義・演習・課題の概要とその進め方の説明や授業時間又は週

単位で列挙

「参考図書」：（1）教科書◎印（2）主要参考書○印　　（3）推薦図書　無印

その他の事項：担当者の研究室番号，電話番号，助手や副手（TA）との連

絡方法，オフィース・アワー（自由面接時間），毎回の授業に該当する教

科書や参考資料の章や回数，授業の形態（講義，討論，視聴覚教材の利用，

グループ演習，実験，観察実習等の組み合わせ）クイズ，中間考査，期末

試験，レポート等の予定，単位取得のための条件（最終評定点に加算され

る各試験の比重配分，再試験：やレポート提出期限延長の可否，出席点の加

味の有無）

　◎苅谷剛彦氏（東京大学，教育社会学者）による事例・・…　氏の米国での体験を翻

案したもの（1992＞

を引用すると以下のようになる。

（1）授業に関する基本的情報（授業名，科目番号，教室，日時）

（2）担当講師に関する情報（講師名，所属，研究室場所と電話番号，オフィースア

　　　ワー日時）

（3＞講義の目的，スケジュール（そこには，毎回の授業のテーマとあらかじめ

　　　読んでおくべき文献についての情報が含まれる）

（4）成績評価の方法

（5）文献の入手方法（図書館での「リザーブ」の有無，購入すべき図書はどこで買

　　　えるか）

（6）履修条件　（この授業を登録できる資格）

〈7）その他　授業の形式（講義，セミナー）教科書，文献の「リザーブ」

　◎天城　勲氏（IDE・民主教育協会会長）による説明…　氏の小論（1992）に

照準してみると、次のような概念がシラバスには重要なものであると指摘されて

いる。「シラバス（sy！labus）はロード・マップ（進行日程）当該科目の講義概要，

準拠する教材（教科書），参考文献（リーディング・リスト）の明示，学期間の日

程と進行，講義，討論，レポート，試験等を記載」と端的に説明を加えている。ま

た、別の箇所（1994）で「大学教育の改善　一教育水準の向上　一整合性のあるカ

リキュラム編成　一適切なシラバス　一学生による授業評価」の一連の機能の一

環としてシラバスを位置付けている。学生による授業評価の前提として体系的で

的確なシラバスが問われていると言えよう。
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　◎大下由宮子氏（八戸工業大学，国語学者）の説明・…

形式上の共通のもの4項目　科目名，　オフィース・アワー（授業時間以外の質

問相談時間）　受講生の心得，　試験と到達度があり、その他の項目はこの大学

では教員個々人にまかされて、個性的なシラバスが是認されているとの報告がな

された。　（1991）

　◎扇谷　尚氏（大阪薫英短期大学学長，教育哲学・方法学者）の説明・鱒・ウィスコ

ンシン大学のマジソン校の一教育学科のシラバスの形式（構成要素）例を以下の

ように紹介している。

（1）科目名等　科目コード，担当者，研究室番号，オフィース・アワー

（2）科目の一般的説明　この科目の主要な焦点と作業

（3＞題目の概要　スケジュール

（4）履修条件　あらかじめ読んで来る文献（原典を読ませることの重視），成

　　　績評価の方法，最終試験，小論文、論文提出等について

（5）諸論文の題目についてサゼッションになることを意図したタイトル例示

　これに続けて、日本の大学の通年制（30週）授業で、週1回、90分授業、学生

は1週間に受ける科目数は多い（10科目位）という実態が、米国のセメスター制

（15週）またはクオーター制（1◎週）で、1学期3～4科目、50分授業（週3回〉また

は75分授業（週2回）であって、短期集中的に学ぶシステムに比較すると、日本の

大学でシラバスを正しく導入することは不可能でなかろうかと指摘している。今

日の日本の大学でのシラバス作りは、学生への伝達内容の体系化にとどまる授業

計画に陥るのではないかと危ぶんでいる。その一方で、学年制の下でのシラバス

作りの作業が教員の共通議論の展開をもたらすことになるとして評価している。

シラバスの作成はカリキュラムの質にかかわって、大学の教育目的の一貫性と統

一性を高めることになり、同時に大学共同体意識の形成に重大な意味をもってく

るとまとめている。

　◎福岡大学のシラバス形式（1994）より

（1）講義概要36字×22行の記述

（2）授業計画前期14回，後期i4回

　評価方法：36字×3行のスペース，

　テキスト：36字×3行のスペース

　参考書：36字×3行のスペース

　同大学（教育活性化小委員会の報告文書より）
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　a．講1義科目名，b．担当者名（ふりがな），　c．オフィースアワーd．研究室（建物の

　　　号館。部屋番号・内線番号）e．講義の概i要2◎◎一400字講義の内容や到達目

　　　標f．授業計画（キーワードを含む），g．　テキスト名，h．参考書名，L評価の

　　　方法，　形状B5判2ページ

　この大学では、学生による授業評価の実践に取り組み既にパイロット・スタデ

ィー（1993年12月）を終わり、本格実施に取り組み、シラバスと有機的に絡ませて

進んだ実践を展開しつつあると伝え聞いている。また、同大学の坂本昭氏により、

本研究協議会でも実践研究報告がなされている。

　◎筑紫女学園大学のシラバス（1994）より

　様式はB4大で見開きページであり、盛り込み内容は　1．授業科目名　2．単位

数　3．履修規定（必修　選択必修　選択）4．開講学年　開講時期（前期　後期

通年）　5．担当教員　　（専任　非常勤）6．授業形態　7．授業概要（内容・目的・

方針）8．授業の方法　9．評価の方法　IO．オフィース・アワーIL授業計画（15週、

30時間）二二テーマ、授業内容、参照事項等の記入12．教科書13．参考図三等となっ

ている。巻頭の言葉にf本学の提供する商品（授業科目）の総合カタログともい

えます」がみられ、自己で個牲的な学修計画を立ててくださいとメッセージして

あるのが新鮮であった。

　（『教育方法学』　『道徳教育の研究』を例として）本学での実施体験は、今年度

（1994年）が最初であるが、振り返って足取りを追っておくと、次のようであっ

た。

　（1）九州女子大学での累年推移　←講義要項からの脱皮の歩み（近時4ケ年）

　　平成3年度…　　講義要項（科目名、内容説明、対象学科と学生）A4判

　　平成4年度…　　講1義要項（科目内容の説明記述中心）A4判　　40ページ

　　平成5年度…　　講1義要項（前年度同様内容説明中心＞B5判　175ページ

　　平成6年度…　　講義概要と授業計画（シラバスをめざして改良）B5判38

　　　　　　　　　　5ページ（図1）

　また、平成7年度版への豊富を述べると、このメニュー・カタログを媒介にし

て大学の授業が点検評価される事が一層活発になるし、実効性のあるものへと変

革されることを多いに期待したい。日本の大学風土にあったシラバス文化の出発

点を開削してみたいものである。

（2）関係した他大学の事例
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　a）九州共立大学　　　平成5年度に導入され，平成6年度形式で改良がなさ

　　　　れた。

　　　　　5年版では、科目名，担当者名，学部内の対象学科・コース，開講時期（前

　　　　期・後期・通年），学年，単位数：，到達目標・目的，［講義・演習・実験・実習］の内

　　　　容、方法，授業計画，教科書名・著者名・発行社　B4判

　　　　　6年版では、精選されて授業科目，学年，学科（コース）　開講時期・単位，

　　　　担当者名，目的，方法，授業計画，教科書・著者・発行社B5判

　b）近畿大学九州工学部　　　平成6年度初めて取り入れられた。

　　　　盛り込み形式は、授業計画案として，科目名，対象学年，前期・後期・

　　　　通年・集中，必修・選択単位数に続けて1．担当者，2．授業目標　3．

　　　　テキスト　4．参考書　5．関連科目　6。試験　7。成績評価　をB

　　　　5判大で見開きのB5判には授業内容とスケジュールとして第1週から

　　　　第30週まで記入可能になっており、最後に備考が取られてフォーマット

　　　　が提示されている。

　以上が近年2つの大学で制作体験した3様式のシラバスの形式である。

さて、これらの中から10例を取り上げて一覧表にして比較したものが表2である。

ICUのシラバスを基準として取り上げてその状況を見てみると、各大学の個性

が目立ってくるが、不易な項目も明らかになってくる。今後、学生のニードに的

確に応えかつ個性化を図るうえでの便宜に適えば幸いである。

　大学が専門店の集合体として、学生消費者にサービス提供をする状況を考える

とき、専門店の店主としてアリストテレス流儀の“不動の動者”を演じたいもの

である。自分は北斗七星のごとく不動点となり、導きの星の役割りが教授者の使

命のごとくに思われる。大学での教師の存在理由は、まず　　学生の教育と市民へ

の教育奉仕，次に　学問の研究と真理の探究，さらに　校務分掌による学内業務

への尽力，最後に社会的な貢献協力に見いだされる。これらの四つのゾルレンは、

有機的に関連しあって公的な奉仕者をもって大学教師を規定していると了解した

い。

　ところで、大学の中では教師は教養教育や専門教育はもちろんのこと、ゼミま

たは卒論指導対象の学生の指導者としてさらにクラブ・サークルの顧問として親

密に学生と接するのである。だが、個別の対応を基調としながらも複数の教師が

連携して指導者や助言者にまた相談相手になる局面が度々ある。特に、学習面で

学科や専攻の学生にサービスしなければならないときに、教師集団のチーム・ワ

ークは厳しく求められる。各教師はオフィース・アワー（自由面談時間）で、授
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業の個別質問や発展的学習のアドバイスを初めとして時には生活指導上の相談助

言をおよびスクリー一　＝ング的来談カウンセリングを実施する力量をも、今日求め

られている。授業での教授活動と指導の能力はもとより、教授団（ファカルティ

ー）の技量（コンピテンシィー）の養成と伸長（ディベロップメント）は、教師集

団としても重要な課題である。

　一方、教師の教育サービスの内容を広く公にしたものが『シラバス』集である。

これを通覧してみると、同僚の教師達が何のために（目的）何を（内容〉如何に

して（方法）教えているかを相互に理解できる。学習者にとって各教師の教育サ

ービスが統合され、一貫される工夫の必要性は上記の扇谷尚氏の指摘していたと

ころでもある。シラバスは大学教師の学識のバロメーターの一角であり、品格を

測る顔であると言っても過言ではなかろう。

　教師集団の連携によって、整合性のあるカリキュラムを組み、学生消費者の主

体的学習に有効な科目（商品）を取りそろえ、実の上がる自己実現に寄与して行

きたいものである。教室環境やキャンパスの環境を改善して、学生とともに快適

な心地よい教授一学習の相互作用としての授業変革を生み出して、アカデミック

な満足度が高まって行くにはSDやFDに関心が高まることがなにより大切に思

われる。

　大学が高等教育のサービス機関の一つとして、地域社会や国内外に有機的にそ

の存在を証す術にはいろいろとある。とりわけ、高校卒業後のヤング・スチュー

ゲントのみでなく職業生活体験中又は休業中のオールド・スチューゲントの双方

を顧客（学生消費者・ユウザー）と考えて「利用していただく教育機関」として、

「安全基準をクリアーして、丸の付いた適マークを持っている」と大学自身も自

称でき、同業者（ギルド的同業者集団・協会・連盟等）にも認定（アクレディッ

ト）される条件の一つとも、　『シラバス』は見られているし、考えられている。

　シラバスのもつ特質を、次のように7つの側面や立場から14項目にわたって整

理してみると、以下のように指摘できる。

《　教授団の資質向上（FDやSD）の側面から　》

1．教員間の共通の議論の展：開　大学共同体意識形成相互認知（尾久芳昭1992，5）

教育内容紹介と公開宣言（契約内容の提示）、教育課程作成上の調整・相互理解の土

俵舞台、休講の減少を結果

2．教授方法の多様化と工夫。関連科目の理解と自分の授業計画をまとめるため

の至便逐
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《　学生消費者の側面から　》

3．選択科目受講の選択目安。編入・転学の際の判断とその意志決定の材料

4．読書指針。文献検索や読書（リーディング・ピアリアードのアサイメント）

と文献目録として図書館利用のためのガイド・ブックで予習や復習の便となる

《　同業者間（大学相互のアグレディテーション団体）の連携の側面から　》

5．大学間単位互換の読み替え判断の材料情報源としての取り扱いが可能

6．外部機関への実習生（教育実習・病院実習）派遣の目安と履修一学習内容の

情報公開証明材料

《　社会的責任（アカウンタービリティー）の側面から》

7．研究者総覧や教員プロフィールとともに教育内容水準の公開提示物で人材地

図帳となる

8．講演依頼の際の内容見本（メニューとカタログ）や発注の手掛かり情報登載

誌

《　大学の経営者の側面から》

9．スタッフの教育力を戦略的に把握、自己点検の材料

1◎。教育サービスの向上と品質管理のための道具で『学生による授業評価』の対

象項目の一つ

《　教育行政機関の立場から》

11．改組転換等に際してのチャータリング（許可・認可制度）の助言や判定資料

12．国家資格や免許の授与要件水準の維持と向上のための点検資料

《　高等教育サーービス享受予定者の立場から》

13。教育内容選択のメニューとしてヤング・スチューゲント（将来の大学消費者で

ある高校生や予備校生）のためのガイド・ブック

14．生涯学習社会の学習機会と情報の集積状況が登載されたリカレソト学習のガ

イド・ブック

ま　と　め

大学の教育課程編成のうえで一つの新しい文化として、各大学の個性に根差し
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たジャパナイズド“Syllabus”は大学人の工夫と努力で開発改善の道を歩みだした。

今後は、大学間で競争の対象となり必然的に定着の道を歩んで行くことと思われ

る。それには、本論で指摘したように『シラバス』は多様な波及効果を招来する

ことになることを、今こそ大学人は十分に自戒することが肝要である。

　現在、初等・中等教育で新学習指導要領（平成元年版）に盛られている、個性重

視や生涯学習社会体系の中での自己教育力重視の新しい学力観のもと、進行中の

消費者教育で育っている賢明で主体性を持った学生消費者が大学に進学してくる

時期も数年後で間近い。この国の大学改革の渦中にあって、　『よきシラバスが稚

拙なシラバスを駆逐する』姿を、大学人の当事者の一人糊して学士課程教育の一

端を担いつつも積極的かつ主体的に体験したいものである。

　今日、　「大学が単に生き残りに止まらず隆盛への方向を維持できるか沈没墜落

から消滅への道を歩くかは、構成員の自助努力にあり」の厳しい大学消滅自己責

任論は切実な問題として突き付けられている。大学陶太の波にめげず、主体的に

参画し将来世代からの問いかけに答えられる質の高いアメニティーに富んだ大学

教育サービスを、教授団の絶えざる自助（FD／SD）を背景に提供し続けたいも

のである。

　【参考文献】

1．原　一雄「授業計画と授業評価」，　『現代の高等教育』，N　o．332，1992年

　　2月，pp　5－13，

2．原　一雄「シラバス」，一一般教育学会誌，第16巻，第1号，1994年5月，

　　p　67

3．

4．

5．

6．

7．

苅谷剛彦「シラバスと大学の授業一日累計較一」，

No．332，1992年2月

　　　　，pp26　一一　33

苅谷割彦ll’アメリカの大学・ニッポンの大学』，

pp132　一一　154，

天城　勲「大学評価の一考察」，

pp　2　一一　4

天城　勲「CurriculumとSyHabus」，
pp　2　一一　4

扇谷　尚「研究交流会

第2号，1992年11月　　　　　　　，pp23－24

『現代の高等教育』，

玉川大学出版部，1992年9月，

『現代の高等教育』，Nc．330，1991年10月，

『現代の高等教育』，No．322，1992年2月，

『シラバス』を司会して」，一般教育学会誌，第14巻，
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表1　シラバス作成状況

区　　　分 全大学数 作成済み大学 比率（％）

国立大学 23． 5

公立大学
　　　iS 8， 3

私立大学 17． 7

計 18． 6

出典：『大学と学生』1994年6月現在

　文部省高等教育局大学課大学改革推進室調べ
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○　人文・社会科学部会報告

〔座　長〕 九州大学教授 小野菊雄

　本部会では、2つの報告がおこなわれたが、その概要は次のようであった．

　rr職業能力開発法制』考」　（福岡工業大学　斉藤將教授）は、職業訓練・職

業能力開発などの企業内教育は、私教育としての社会教育の性格を持っていると

したあと、これを労働者に視点をおき、憲法27条との関連において論じ、今日、

幅広く高度なものになっている職業能力の開発にあっては、労働者本人が主体た

りうるものであり、彼らはこうした能力開発の訓練を受ける権利を有していると

共に、それにより未来への生存権を確保できるというものであった、この発表は、

それなりに興味深い点もあったが、ただ、改革の中にある一般教育をテーマとす

る本大会の発表としてはいささかそぐわない面があったようにも感じられた．

　「シラバスの類型と工夫創案」　（九州女子大学　大庭茂美教授）は、契約社会

であるアメリカで誕生したシラバスは、いわば学生消費者との商品の“契約のシ

ンボル”としての意味を持つとし、それはまた授業に対する評価と密接な関連が

あるとした上で、まず国際キリスト教大学や他の大学の事例、さらに九州女子大

学での自身のシラバス作成の体験などについて述べ、それらに基づいて、シラバ

スの効用としては次のような諸点があげられるとした．

　すなわち、これにより教員間の共通の討論が広がり、情報量が増加すること、

教授方法が工夫され多様化すること、学生の選択科目受講の際の目安や読書の指

針になること、大学間の単位交換の資料として利用できること、教育内容水準が

公開されること、図書館の図書購入に際しての情報として利用できること、大学

経営者側からは教師の教育能力を把握でき、また契約時の資料として利用できる

こと等々が指摘された．

　そして最後に、わが国においては、将来的には大学の教育課程編成上の一つの

文化として、各大学の個性に基づいた「ジャパナイズド・シラバス」が開発され、

それらが定着していくであろうという言葉でこの報告は結ばれた．

　この発表に対する質問としては、実際的な面では、　（1）シラバス配布の方法、

（2）学生の利用状況、　（3）オフィス・アワーなどに関するものがあった．こ

のうち（1）は、配布されるシラバスが冊子なのか一枚ものなのか、前期に一年

分のそれを配布するのか、あるいは前期と後期それぞれに配布するのかなどとい

う点であったが、これはく2）に関連することであるが、学生が受け取ったシラ

バスを利用するようにさせるためには、例えば、最初にシラバスの内容を一枚の

プリントにしたものを学生に配布して説明するなどのオリエンテーションをおこ

一　52　一一



なうことが望ましいということが指摘されたが、とくに前期に一年分の分厚いシ

ラバスが配布される場合にはこれは必要であろう．また学生の質問などに応対す

る（3）については、各教官が講義のない時間帯に設定したり、さらに全教官の

オフィス・アワーの一覧表を作成し、授業の際に学生がこれを利用できるような

手掛かりを与えたりすることなどで効果が上がることが示唆された．

　さらに質疑応答の中で、シラバスの一般的問題として、いわばこれが一人歩き

をはじめ、教師がそれに束縛される可能性が指摘されたが、それを防ぐためには

シラバスには柔軟性を持たせて作成する必要のあることが述べられた．また、一

般教育の理念との関連においては、　「初めにシラバスありき」に陥ってはならな

いということ、すなわち一般教育の理念が先行すべきもので、4年間で一般教育

を積み上げていくというカリキュラムがあり、そのための指針としてのシラバス

であるべきだという見解が示された．

　最近では、一般教育のみならず専門課程においてもシラバスの作成がおこなわ

れるようになってきたが、質疑応答において指摘されたように、シラバスに従っ

て授業を進めていくとは言え、教師自身がそれに縛られてしまわないこと、ある

いはまた、それを通して教師が自分の見解を押しつけるようなことはしないなど

様々な意味での柔軟性を持つことは一つの重要な点であろう．とくに人文・社会

科学の場合、何か大きな社会的問題などが起こったときには、シラバスを離れて、

直ちにそれを講義の中で取り上げることによって、平野的問題にも学生の意識を

向けさせることも必要だろうからである．さらに一言つけ加えるならば、シラバ

ス作成の前提には「勉強する学生」が存在する筈であり、それはまた学生による

「真面目な授業評価！にも欠かせないものなのであるが、このように見ていくと、

シラバスを使っての講義においては、教師側の努力と共に学生自身にも「受け身

でない受講」を目指しての努力が必要となると言えるのではないであろうか．
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《研究発表》 総合科目『核を考える』について

九州大学教授 三好永作

　『核を考える』は，その前年開講されていた『平和論』の後継科目として1982

年に開講された．当時は，東西冷戦の最中にあり，相互確証破壊戦略（MAD）などに

より核危機は深刻な状況であった．大多数の若者が，近未来において核戦争が必

ず起こると考えていた．それゆえに，核の問題についての知識を多くの学生が求

めており，履修者は938名にも及んだ．

　核エネルギー利用に関する問題（いわゆる核問題）は，このような軍事利用の

みならず，民事利用を含み，かつ，自然科学や社会科学の多岐にわたる分野に関

連した問題である．その点で，専門の異なる数人の教員が担当する総合科目には，

格好の課題である．また，高校までの教育の中で，核エネルギーについての項目

は，不当なあつかいを受けており，十分な知識を得ないまま高校を卒業している

のが現状である．そのような大学初年次の学生に対して，核エネルギーについて

正確な知識と核問題の多岐にわたる諸側面を概説するのが，総合科目『核を考え

る』の内容である．

　ソ連の崩壊後の現在，全面核戦争の危機は当時ほど高くはないものの，核不拡

散条約（NPT）の延長が予定され（1995年4月～5月），矛盾を含んだまま核不拡散体制

が継続し，核の水平拡散の危険性はますます増大している．米ロ英仏中の核兵器

国の保有核兵器は現在でも2万発に及び，新たな水平拡散の危険性を考えれば，新

たな核の危機の段階に入ったといえるのかもしれない．

以下に12回の各講義のタイトルとその内の自然科学系分野の講義の内容を記す．

　1．はじめに

　　　なぜ核を考えるのか（核と共存することの意味）

　2．核エネルギーの軍事利用

　3．核エネルギーの民事利用

　4．核開発の歴史

　5．核兵器の効果と核兵器体系

　6．放射能の人体への影響

　7．被爆の実相と被爆者の実情

　8．原子炉事故と放射能汚染

　9．核兵器（核エネルギーの軍事利用）の政治経済学

1◎．核エネルギーの民事利用の政治経済学
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11．核軍縮と核拡散

12．日本人の核意識

講義の内容

・1核エネルギーの軍事利用（核兵器）

　　核エネルギー

　　　アインシュタインの式Eの磁。2

　　　中性子による誘導核分裂と連鎖反応

　　　臨界量（その決定因子）

　　　連鎖反応の2つの制御方式（核爆発と原子炉）

　　核融合

　　　その困難性／3F爆弾の原理

　　核分裂爆弾（原爆〉の構造

　　　砲身型原爆の構造／爆縮型原爆の構造

　　核融合爆弾（水爆）の構造

・2核エネルギーの民事利用（商業用原子炉）

　　原子炉の原理

　　　熱中性子／中性子の減速

　　原子炉の構成

　　　核燃料／減速材／冷却材／（制御棒／反射板）

　　原子炉の分類と構造

　　　代表例としてのPWRとBWR／高速増殖炉（核燃料サイクル）

・3核開発の歴史

　　核技術のデュアリティー（軍事と民事）

　　　原子炉／ウラン濃縮施設／再処理施設

　　　（これらの技術は今後の核拡散問題と深くかかわっている）

・4核兵器使用の効果と核兵器体系

　　核爆発の過程とエネルギー配分

　　殺傷破壊効果

　　　爆風・衝撃波／熱線／放射線／電磁パルスetc

　　核兵器使用の被害の基本的性格

　　　奇襲・瞬間性／無差別性／殺傷作用の複合性／遅発性

　　核兵器体系

　　　核弾頭／運搬手段（ICBM，　SLBM，爆撃es　etc）／警戒・探知・
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　　　　識別・防御システム／指揮・管制・通信・情報システム（C31）

・5核兵器使用の人体への影響

　　　短期的影響

　　　　衝撃波（外傷）／熱線（火傷）／初期放射線（血液，胃腸，神経障害etc）

　　　中期的および長期的影響

　　　　放射線による後遺症（癌，遺伝的影響，白内障，不妊etc）

　　　　環境に対する影響（公衆衛生の問題）

　　　　心理的および社会的影響

・6原子炉事故と放射能汚染

　　原爆投下・核実験／原発の事故／原子力施設からの日常的放出／

　　原子力潜水艦の沈没事故／核弾頭の運搬中の事故／

　　放射性廃棄物の処理・処分／

　　地球環境問題としての人口放射能の蓄積
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《研究発表》 鍾乳洞と少人数一般教育

九州大学教授 吉村和久

1．はじめに

　九州大学教養部では、1988年の大幅なカリキュラム改正の際に、一般教育

の活性化の一環として各種少人数教育科目を開講した。自然科学特論はその中の

1つである。学生数が多くカリキュラムが過密であるために、理系学生全員を対

象とすることは不可能であったが、基礎教育科圏および外国語科目の時間数の一

部削減にともない、理系学生の中で受講希望者を対象として開講された。2単位

の科目であり、空き時間がいくぶん多くとれる2年生前期における受講希望者が

おもな対象となった。授業内容は、欧文文献の輪読のほか、科学実験や計算機実

験などさまざまなものがあり、クラスの規模も50人を越すものから、数名以下

のものまでさまざまであった。1994年度の教養部の廃止とカリキュラムの一

大変革に伴い、自然科学特論の講義名称は消え、あらたな少人数一般教育へと移

行しつつある。ここでは、今後の少人数教育の参考になればと思い、自然科学特

論に計6回にわたって実際に関わったものとして、その経験の一端を紹介したい。

2．特論「地球化学入門…　　秋芳洞に化学平衡を学ぶ」の概要

　石灰岩地域は、地球温暖化ガスの1つである二酸化炭素の最大のたまり場であ

る。そこでは、今回が起きているであろうか。地球表層で生起することを理解す

るためには、それぞれの現象を化学反応として捉えることが重要である。また、

それぞれの現象には生物が関与することも多く、1つの狭い研究分野にとじこも

っていては、現象の全体像を正確に捉えることが困難となる。ここでは、石灰岩

地域で起こっている諸現象を化学の目で眺めることを中心におくが、あまり「化

学」にこだわることなく、自然科学のあらゆる分野の研究領域と横断的に交流を

行いながら研究（のまねごと）を行い研究報告書を作成することを目標とする。

　上に示したのは、1994年度自然科学特論講義内容より抜粋したものである。

山口県秋吉台へ講義の一環として出かけ、種々の調査・研究を行い、それらを形

あるもの（報告書）として残すことが目的であった。おおよその講義手順は図1

に示した通りである。最初は、単に地下水の化学分析をおこなうものであった。

地下水が石灰岩を溶かして洞窟を形成するのか、あるいは地下水から炭酸カルシ

ウムが沈殿して鍾乳石ができるのかを明らかにすることを主眼においた。テーマ

はさらに広領域に展開し、1994年度は、秋吉台の酸性雨、鍾乳石の絶対年代、

コウモリグアノからの鉱物生成、tufa（秋芳洞の洞口に滝をつくる堆積物）に関
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する研究等がテーマとして取り上げられ、生物、地学の領域にまで及んでいる。

H頃交流の少ない他学部・学科の学生の交流の場として研究室を開放し、数人の

グループで設定したテーマに向かって、講義時間や空き時間を利用して化学分析

等の実験を行う。最終的に、得られた結果をまとめて口頭発表した上で、それら

を成果報告書としてまとめる。すなわち、卒業論文作成の「まねごと」を目指し

たことになる。役割分担が決まったあとは、講義の運営は学生たちに一任した。

巡検のための準備（OB達への連絡、資料冊子の作成、所持品チェックリストの

作成、買い出し）および、感想文原稿の督促、研究報告、報告書の作成はほとん

NHK「地球大紀行」ビデオによる学習

　1地球上に海が生まれ、原始大気中の大量のCO2が石灰岩として固定。

　｝生物活動により大気中に02が出てくる。

　1

地球表層で起こっている化学反応の理解

　［テキストの輪読方式

　i平衡定数を用いて以下のテーマについて計算練習

　｝　a．大気汚染のない地域の雨水のpH

　［　b．CO2－HCO3一一CO32一の酸劔離平衡について各化学種のモル分率の

　　　　pH依存性

　l　c．大気中における石灰岩の溶解度の温度依存性

　l　d．石灰岩の溶解度に及ぼす二酸化炭素濃度の影響

　1

研究テーマの設定、役割分担（代表者、会計、現場監督、編集委員〉の決定

　1

秋吉台でのサンプリング、巡検

　12泊3日　国民宿舎または山口県立青少年宿泊訓練所泊

　i感想文提出

　1

それぞれのテーマにしたがって実験、研究

　1

研究レポートおよび受講感想文の提出、報告書作成

図1．特論「地球化学入門…　　秋芳洞に化学平衡を学ぶ」の講義手順
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　　　　　　表1。受講者数および秋吉台巡検参加者数の推移

年度　　　　　　　　1988　　　　　　　1990　　　　　　　　　1991

受講者数　　　　　　　2　　　　　　　　18　　　　　　　　　　24

（学部内訳）　　　　（工）　　　（理、農、薬、歯）　　（理、工、農、薬）

巡検参加者数（OB）　　5（0）　　　　　　26（0）　　　　　　　　43（◎）

年度　　　　　　　　　　　1992　　　　　　1993　　　　　　　1994

受講者数　　　　　　　　　13　　　　　　　14　　　　　　　　9

（学部内訳）　　　　（理、工、農、薬）　　（理、工〉　　　（理、工、農、医）

巡検参加者数（◎B）　．　　24（1）　　　　　　33（3）　　　　　　　34（6）

どが受講生の手によるものである。私が行ったのは、講師への依頼と、秋芳洞の

未観光洞部分の巡検も入るために、洞窟探検の経験者（たとえば探検部部員〉に

指導を依頼するとともに装備（ヘルメットとキャップランプ）の借入の手配、秋

芳町への協力依頼であった。　受講者数の推移は表2の通りである。受講者2名

から始まったこの特論は、講義時間が5時間目になった1992年から受講者が10名

程度となった。活気がなくなるほど少なすぎず、教官研究室で講義ができたのは、

少人数教育の醍醐味ということになるかと思われる。

　この特論の特徴は、巡検の参加者のなかに特論受講者OB、OGが増えっつあ

るこである。1994年には6名の参加があったが、さらに他大学の学生の参加

も拒まないことにしているため、巡検の総参加者数は30名を越えるに至ってい

る。受講生の時はサンプリングや測定で探検気分を味わうことのできなかったO

B、OGのほとんどは、探検斑や洞窟成因班に入って前年とは違った巡検を楽し

んでいる。

3．おわりに

　1994年度には、夏休みを返上して研究を行うグループもでて、非常に活性

に満ちたものになった。テーマによっては、他学部、他学科の先生の指導を仰ぐ

グループもあった。自然科学特論を通じて、教養課程で学んだことは全て異次元

の世界のこととして、単位を獲得する以外に興味を示さないといわれる学生達と、
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学問することの楽しさと苦しさをともに分かち合うことができたと感じている。

「授業を受ける」のではなく、　「授業を創る」ことであったとのうれしい受講者

の評価もあり、現在も受講者OBとの交流およびOB同士の交流が続いているこ

とや、現在までの特論の成果を報告集（Nos．1～6）として残すことができたこと

も最高の収穫であった。洞窟は幼いころからの探検への憧れを満たしてくれる興

味ある対象でもあることが、この講義の成功した由縁でもあろう。今後も形を変

えながら同様の講義をつづけて行きたいと考えている。

　最後に、この講義を推進するにあたり、多くの方々に御援助と御協力を賜わっ

た。厚く御礼申し上げる次第である。
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O 自然科学部会報告

〔座長〕 九州大学教授 石川暢洋

自然科学部会での発表は、下記の 2件であった G

1 .総合科目「核を考える」について 九州大学三好永作

2. 鍾乳洞と少人数一般教育 九州大学吉村和久

麗らずも、一般教膏の中の多人数受講の総会科居と少人数教育科呂という対照

的な科 gの実践報告となった O

「核を考える j は 1982年より 10年以上にわたり行われている総合科呂で、

毎年 6~ 7名の核問題に関心のある先生方により分担講義をされている G 講義の

前半では、核エネルギーに関する知識と問題点、利用の歴史、放射能による人体

や自然への影響など、自然科学の立場からの解説がなされていることが詳しく紹

介された O 後半は社会科学の立場かちの解説である O

学生には興味ある話題のようで、核をとりまく環境の変化にもかかわらず、毎

年多くの受講生がある O この講義の成績評価の方法、コーディネイトの方法など

についてのいくつかの質疑応答の他、核の利用に関してその事用性を強調すべき

かどうかなどについても意見の交換がなされた O この講義では一定の大枠を定め

て内容や立場は各担当者にまかせているが、時勢の変化に即応した内容にして行

くことに努めたいとの希望が述べられた。

講義の中程に、被爆者の体験談があり、学生には、印象深く感ぜられて好評で

あることが感想文により紹介された O 多人数教宵では単に講義だけでなく、この

ようなもの(アクセント)も入れる必要性があると思われる O

「鍾乳混と少人数一般教育j は、フィールドワークをとり入れた講義の紹介で

興味あるものであった o 1 0人前後の学生を対象とした自然科学特論のーっとし

て、過去 6年にわたるノウハウのもと、企闘・計画・実施展開・評価発表にそれ

ぞれ学生が主棒的にかかわり生き生きと受講している姿が、スライド、 OHPな

どで紹介された O 秋芳潟でc調査というフィールドワークが、その事前の充分な

化学の準備と、事後の課題への取り組みによってすばらしい効果をあげている様

だO

受講生は、理学部生だけでなく、工，農，医学部の学生もおり、調査には以前

にこの講義を受講した学生も参加している G 受講生の数は時間割等により上下し

ているが、チャンスがあればこのような講義を受けたいと望んでいる学生も少な
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くないようで、適窃な議会を作る必要があると患われる O

一般教青の中でもやち方によっては特定の課題についてつっこんだ研究ができ

ること、また、このような講義では担当教宮の十分な準備と援助〈例えば、研究

テーマの提示、実施調査のための許可申請、保険の加入、旅費工面の工夫等や、

関連する専門的研究者の支援要請、成果の発表の機会を作るなど)が必要である

こと等が紹介され、これを実践している先生には頭が下がる思いである O

以上 2つの事例発表を開きながら、新しい一般教育のあり方や方向性を探って

行くために、学部教育にたずさわっている先生方にもこのような事例を紹介した

らどうかということと、この種の講義の全学共通教育における位置づけをもっと

重要視していくことの必要性を感じた O
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《研究発表》　45分ペアクラスの試み　一一現在のカリキュラムの枠内での改iSS　一一

九州大学助教授 田畑義之

　多くの大学で行なわれている1コマ90分を2回という授業形態は非常に無駄が

多い。講義形式の授業ならともかく、集中して練習することが求められる外国語

の演習には90分は長すぎるし、週2回の授業回数は逆に少なすぎる。一方、慶応

大学湘南藤沢（SFC）では、1言語を1コマ50分で週8回というインテンシブ授業が

実施されており、自主制作の共通テキスト、ビデオを使ったネイティブ教官との

チーム・ティーチングで大きな成果をあげている。

　このSFC方式を普通の大学で、現在のカリキュラムの枠内で導入する試みと

して、筆者は同僚のDaniela　Sieber氏と一緒に、93年度から「45分ペアクラス」

という形の授業をPilotpr◎jektとして行なっている。当初は45分の授業を日本人

教官とドイツ人教官が2回ずつ、すなわち週4回行なうという形の全く新しい科

目「ドイツ語コミュニケーション」を93年度から導入する計画であったが、他の

90分授業の科目との混在が時間割編成上難しい等の理由で認められなかった。そ

こで次善の策として、時間割上は従来の（90分を週2回の）ペアクラスと同じで

あるが、実際には1コマ9◎分の授業を2つに分け、前半45分を日本人教官が担当

し、後半45分をドイツ人教官が担当するという「45分ペアクラス」という形で実

施することになった。

　このクラスでは2週間く＝45分授業を8回）を1サイクルとして1課に当て、

日本人教官が基本を導入し、　ドイツ人教官がその応用練習を担当するというパタ

ーンを基本とし、前半45分と後半45分のみならず、1サイクル8回の授業がそれ

ぞれ有機的なつながりを持つように組み立てられている。市販の教科書は使用せ

ず、ビデオ教材と、絵を多用した手作りのプリントを用いて、授業時間の大半を

ペアワークやグループワークでの練習に当てているのが大きな特徴で、教師はコ

ーディネーターに徹して、学生になるべく多くドイツ語を使わせることを目指し

ている。さらには読解用テクストのパラレルテクストを用いて作文や聞き取りの

練習を行なうなど、4技能を関連づけて習得できるよう配慮している。授業の前

半と後半で内容・教師が変わるため、学生は気分転換ができ、間に休みを入れな

くても45分ずつあ授業に集中することができる。教師の方も45分で1つの課題を

扱うために冗長な説明等がなくなり、方法を工夫して45分きっちりと授業をする

ので、時間が有効に使える。このように45分授業には様々な利点があり、アンケ

ートによれば学生の評判も非常に良い。

　この「45分ペアクラス」を数人の教官による私的試みに終らせないためには、
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同僚の理解と、積極的な参加の追及が不可欠であり、より効果的な教材開発と共

に今後の課題である。

［追記］

　本発表の内容に加筆したものを九大言語文化部の紀要『言語文化論究』第6号

（95年3月発行予定）に論文として発表しているので、詳細についてはそちらを

参照されたい。
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《研究発表》 ディジタル・メソッドによる外国語教育

福岡工業大学助教授 上村隆一

　現在のLL（語学実習室）のシステムは、アナログ・メディア（ビデオ・オーディ

オカセットなど）とディジタル・メディア（LD，　CD，　MOなど）が無秩序に混在す

る「疑似マルチメディア」的状況を呈している。そこでは、残念ながら、今後の

語学教育にとって不可欠な目（GUIなど）ユーザー中心の統合的・個別的学習環境

□（CSCWなど）グループ単位の協力的学習環境［］（猛temetアクセスなど）外

に向かって開かれた学習環境のいずれもきわめて中途半端な形でしか実現してい

ないように思われる。

　一方、いわゆる「情報処理教育用」として各大学に導入されている「コンピュ

ータ実習室（CL）」のシステムの中には、上記□～□の環境をある程度意識的に実

現しているものもあるが、CLはあくまでコンピューータ・リテラシーやプログラム

言語学習といった情報教育向けの実習設備、という認識がなお根強く（特に教育

行政側にその傾向が強い〉、語学教育に重点を置いた利用はほとんど考慮されて

いない、といってよい。

　本研究では、LLはCしの一部である、という新しい発想に基づいて発表者が実践

してきたディジタル・メディアのみによる外国語教育の有効性について論じ、さ

らに上記□～□の環境をより完全な形で実現するCALL（コンピュータ支援による

語学学習）システムとして、現在考案中のCAI／LL÷1簸temetモデルの概要を紹

介した。なお、本モデルは福岡工業大学において平成7年度導入予定のrCALLお

よびCAE教育のためのマルチメディア・コンピュータシステム」の基盤となるもの

である。
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0　外国語部会報告

〔座長〕 九州大学教授 根本道也

　外国語部会では22の大学から35名の参加者があり、2つの発表が行われた。

1．45分ペアクラスの試み一一現在のカリキュラムの枠内での試み一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　九州大学　助教授　田畑義之

2．デジタル・メソッドによる外国語教育

　　　　　　　　　　　　　　　　福岡工業大学助教授　上村wa　一

　第1の発表は、外国語の授業時間を45分きざみにして、集中度を高めようと

いう提案である。田畑氏は九大で行われているペアクラス（日本人教官とネイテ

ィブ教官が同一教科書で担当）を使って45分授業を試行した。90分授業の前

半で日本人教官が基本を導入し、後半でネイティブ教官が応用練習をするという

パターンで、1サイクル8回の授業に有機的なつながりを持たせるやり方である。

授業方法の特徴は（1）机をコの字型に配置する、　（2）ビデオや教材提示装置

などを活用する、　（3）学期の初めに学習目標・評価方法を明示する、　（4）教

材は絵を多用した手作りプリントを使う、などである。この方法によると、ふつ

うの90分授業よりもはるかに効果が上がるが、教材作りや宿題のチェック等の

苦労も伴う。この方法を軌道に乗せるには、設備の充実と組織的な取り組みが必

要である、と述べられた。

　第2の発表はコンピュータ・システムの授業への導入とその効用に関するもの

である。外国語教育にLLを利用しはじめて久しいが、その後教育機器も開発さ

れて、現在は情報処理教育の発達に伴い、コンピュータ・システムの利用も可能

になった。本発表は、LLは「コンピュータ実習室（CL）」の一部であるとい

う観点から外国語教育の一方法を論じたものである。しかし、これを理想的に行

うには幾つかの条件が必要である。例えば、教育者及び学生が機器を十二分野使

いこなせること、教育現場に十分な設備が備わっていること、等である。ただし、

教育が機器に依存しすぎた場合、果してそれは教育と言い得るかという問題も指

摘された。

　上記2つの発表は、その出発点において「外国語学習を教師中心からユーザー

（学生）中心に移すべきである」という観点に立っていた。外国語授業のあり方

及びその環境整備の面において、両発表とも今後の方向性を示した点で強い関心

を集め、質疑応答も活発に行われた。
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《研究発表》 九州大学における健康・スポーツ科学の基本理念と健康・

スポーーツ科学実習の内容

九州大学教授　小宮秀一

　カリキュラムの大綱化が打ち出された大学審議会の答申を受け、本学でも大学

体育の在り方の再検討が行われた。加えて本学では、これらに教養部の廃止、及

びキャンパスの統合移転などの問題が絡み、この時期保健体育の存廃が問われた。

　大学教育が専門的知識の教育だけにとどまらず、大学審議会答申でも強調され

ているように、　「豊かな人間性の酒養」をも目的としていることは当然のことで

ある。このことは、人間の生命と生活の問題に関する教育こそがその中核をなし

ているという意味であり、生命・心身・健康、そして身体活動などを基本的な主

題とする保健体育科目が、大学教育において不可欠の教育内容であることを示唆

している。

　本学では、このような考え方に基づいて、保健体育の将来の在り方を再検討す

るために、学生の健康・体力の実態及び保健体育の必要性に関する意識を調査し、

大学体育の基本的意義・理念、さらにその理念達成のための具体的な内容・方策

等について論議を重ねてきた。

　その結果、従来の保健体育を以下の6点について改革した。

　＠科目の名称を「健康・スポーツ科学科目」と改称した。

　＠単位は、従来どおり実習2単位、講義2単位を必修とした。

　＠履修期間は、実習2学期、講義1学期とした。

　＠実習内容は、1学期は健康・体力づくり、2学期は生涯スポーツを意図する

　　ものとした。

　＠講義は、身体・運動の視点から健康問題にアプローチする内容に改め、実習

　　との融合を図るようにした。

　＠4年（6年）一貫教育の観点から高学年次に選択科目として実習と講義を開

　　講ずることにした。　　　　　。

　今回は、平成6年度前期に実施した「健康・スポーツ科学実習＠」の内容を紹

介し、受講した学生の反応をアンケート結果によって報告する。

　この「実習＠」は、健康・体力づくりの方法の習得と、健康・体力の向上を主

な目的としている。内容は、A；形態・全身持久力の測定、　B；ウォーキング・

ランニング、C；エアロビクスダンス・バイアスロン、　D；筋力・柔軟性の測定

と筋力トレーニング、E；全身運動・サーキットトレーニングの5コースを設定

して各2時間つつ受講するものである。担当教官はコースによって固定しており、
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学生がコースごとに異なった教官の指導を受ける。実習内容はすべて個人用の

「実習ノート」に記載されており、測定値の記入、処方強度の算出、授業の反省

・感想等も記入して担当教官のチェックを受けるようになっている。実習内容の

詳細は省略するが、新カリキュラムの開始年度でもあり、試行錯誤の点が多々あ

った。特に、実習器具の不備、実習内容の不徹底、時間配分のミスなどは今後改

正すべき点である。しかし、担当教官にとっては、従来までのスポーツ種目中心

の体育実技に比べて、授業前の準備と実習内容に伴う周辺知識の修得、及び成績

評価に大きな努力を要したことは事実である。

　実習＠の必要性について、必修科目でよいと回答した学生は、56．7％であり、

以前に調査したスポーツ種目中心の旧カリキュラムの80．5％に対して大幅に低下

している。実習内容はこのままでよいとする学生が59．1％で、大いに改善すべき

という意見が12．3％みられた。実習＠の学習効果としては、　「友達とのコミュニ

ケーションがあった」、　「自分の健康や体力の現状を把握するのに役立った」、

或いは「将来、健：康・体力を維持するための方法の理解に役立った」などの反応

が多く、旧カリキュラム時代に多くみられたf楽しさ、爽快感の経験」や「運動

不足の解消や体力の増進に役立った」という回答は減少した。実習内容をコース

別にみると、　「エアロピックダンス」、　「筋力・柔軟性の測定と筋力トレーニン

グ」、及び「形態・全身持久力の測定」に積極的な受講態度がみられ、　「ウォー

キング・ランニング」と「全身運動・サーキットトレーニング」には消極的な態

度が多くみられた。一方、時間配分を増やして欲しいと多くの学生が希望するコ

ースが「エアロピックダンス」であり、このコースは61．7％の学生が初めての経

験であったと回答した。また、授業の目的・内容の説明、或いは実習の仕方、方

法の説明は十分野あったという回答が多くみられたが、その時聞の運動量が少な

く、課題やレポートが多すぎるという反応もみられた。これらの結果から、我々

が意図した実習＠の目的は一応達成されたものと判断できるが、学生のからだを

動かしたいという欲求には十分に答えていないことがわかる。次に、学生個人の

記録簿的内容を多く含んだ実習ノートにつては、　「学習内容を理解するのに手助

けとなった」という反応が多くみられたが、記入する箇所が多く、使いにくかっ

たという回答がかなり多くみられた。

　以上は、　「実習＠」を学生が評価した内容である。我々は、　「健康・スポーツ

科学実習」を通年の一貫教育と認識している。上記のアンケート結果は、　「実習

＠」を経験していない学生の「実習＠」だけに対する評価である。従って、後期

に実施する「実習＠」を終了した時点で再度学生による点検・評価を実施する予

定である。

　実習内容の決定までにかなりの時間をかけたが、初めての経験であり、共通シ
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ラバスそのものが机上のもので、実践的でなかった部分があった。現在、来年度

の実習内容を決定すべくシラバスの作成にはいっている。
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《研究発表》 保健体育から生涯スポーツ論・実習へ

中村学園短期大学助教授　古賀範雄

　大学設置基準の省令改正を受けて教育改善が施され、平成6年度より新しい教

育課程が実施されている。新教育課程では従来の授業科目区分は廃止され保健体

育科目としての保健体育講義、保健体育実技の名称はなくなった。新たに生涯ス

ポーツ論・実習あるいは生涯スポーツ論、生涯スポーツ実習としていつれも1年

次2単位必修で開講されている。ここで生涯スポーツ論・実習あるいは生涯スポ

ーツ論、生涯スポーツ実習と述べる理由は科（食物栄養科、幼児教育科、家政科

によって異なるためである。

　新教育課程における授業科目は、教育改善の視点の1つである各科の新たな明

確な“教育目標”の設定のもと、さらに「基本的知識」、　「基本的技術」、　「基

本的態度」から成る具体的な到達目標を達成するために、これらの目標に対応し

た形で編成された。本授業科目は、いずれの科でも“健康”関連の教育目標の中

に位置づけられており、次のとおりである。食物栄養科（健康の維持・増進のた

めの運動と栄養）、幼児教育科（ライフサイクルにおける心身の成長・発達と健

康管理〉、家政科（食生活と健康増進に関する基本的技術の習得〉。このような

編成のため、幼児教育科だけが改定前の講義と実技に沿って生涯スポーツ論（1

単位）と生涯スポーツ実習（1単位）の2つの科目に分けたが、他の2学科では

1つの科目（2単位）として扱うことになった。科間の教育目標に共通性はみら

れるが、一般的にいう共通科目とはいえない。

　生涯スポーーツという呼称については唯一保健体育部門の提案である。部門とし

ては、当初、保健体育のままでということであったが、他の一般教育科目と同じ

ようにネーミングの変更を余儀なくされたためである。この件の一般教育科目に

関しては議論が白熱したが、当部門ではそもそも生涯にわたる身体運動・健康を

キー・ワードの1つにしていたことからの提案であっ．た。

　授業内容については、シラバスで紹介した。現在のところ、以前とあまり変わ

りはない。前述したが、そもそも生涯にわたる身体運動・健康を主旨に展開して

きた。トレーニング科学の実際についてもコースの選択としてではなく、全学生

を対象にいち早く授業の中に組み込んできた。今後はさらに学生による評価を含

めた自己点検・評価をもとに授業の改善をめざす用意がある。

　本学園にはキャンパスを同じくする大学家政学部（食物栄養学科、児童学科）

がある。本報告では大学についても短大に並行して同じ観点から報告した。大学

でも改善の手続きは同じようにとられたため、同じ学部ではあるが学科で異なる
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科目になった。各学科の特性からともに体育分野の専門的な科目が配列されてお

り、結論は食物栄養学科では従来の保健体育科目4単位に比べると2単位減の生

涯スポーツ論・実習、児童学科では1単位減の生涯スポーツ論（2単位）と生涯

スポーツ実習（1単位）であり、すべて必修である。ここでも各学科の独自性が

特徴といえよう。

　教育改善に着手する数年前から保健体育科目基本構想を提出していたが、効力

は得られなかった。
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○　保健体育部会報告

〔座長〕 九州大学教授　小宮秀t一一

　本部会は、日本体育学会第45回大会の開催Hと重なったため参加者が例年に

比べて少なく、12大学13名であった。発表は、中村学園大学の古賀範雄助教

授による「保健体育から生涯スポーツ論・実習へ」と九州大学の小宮による「九

州大学における健康・スポーツ科学の基本理念と健康・スポーツ科学実習の内容」

の2つであった。　中村学園大学の報告内容は、以下の通りに要約できる。

　従来の保健：体育科目が健康科学的なとらえ方に主眼をおいた「生涯スポーツ論

・実習」と改称され、学科によっては単位の縮小がなされてはいるが、必修科目

として位置づけられている。例えば、短大の食物栄養科と家政科、及び大学の食

物栄養学科では講義と実技（実習〉の区分がなくなり、　「生涯スポーツ論・実習」

として、90分、通年、必修、2単位、また、児童学科では実技（実習）の単位

が90分、通年、必修、1単位に縮小されている。しかし、授業科目の変更に伴

った授業内容の改革は行われていない。

　九州大学の報告内容は、以下の通りであった。

　大学教育が専門的知識の教育だけにとどまらず、　「豊かな門閥性の酒養」をも

目的としていることは当然であるため、生命・心身・健康、そして身体活動など

を基本的な主題とする保健体育科目は大学において不可欠な教育内容であるとい

う基本理念に基づいて改革を進め、平成6年度より新しいカリキュラムを実施し

ている。今回は、従来の保健体育実技を「健康・スポーツ科学実習」と改称し、

今年度前期初めて実施した「実習＠」の内容について説明し、それらに対する学

生の反応をアンケート結果によって報告した。

　この1～2年多くの大学で保健体育科目の改革が進行していることは事実であ

るが、単に名称を変えただけで、それぞれの大学の思惑によって単位を縮小した

り、選択に変更したりが現実であろう。なぜ、保健体育が大学教育に必要なのか

という、各大学にしっかりした理念があり、大学全体での十分な討議がなされな

い限り、真の改善はなく、現状では周囲の状況に流された改悪に留まることにな

りかねない。

　今回の部会は、人数が少なかったせいもあって、低調で2つの発表を聞いただ

けに終わり、活発な質疑は行われなかった。一方、保健体育には「九州地区大学

体育連合」という組織があり、このような問題について活発な活動が行われてい

る。このような点を考慮すると、一般教育研究協議会における保健体育部会の在

り方も今後検討する必要がある。
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